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経済学研究 40-1
北海道大学 1990.6

欧州共同体の共通通商政策の政治経済学
一一一 1970年-1973年の対日共通通商政策の展開を中心にして一一ー

安藤研一

はじめに，問題の所在

近代ヨーロッパの誕生以来，様々な思想、と理

念に導かれた欧州統合の試みが追求されてきた1)

が，シューマン・プランに始まるヨーロツパ共

同体， ECが，はじめて欧州の経済統合をある成

功に導き，そして政治的統合の可能性をも生み

出してきているo このことは誰も否定しえない

ところであろう。しかも現在， 1985年12月調印，

1987年 7月発効の単一欧州議定書に基づく“域

内市場完成計画"が進行し，世界の注目を集め

ている。しかしながら一般には， 1992年にむか

つて域内市場を完成させつつある ECの性格を巡

っては，“欧州、|の要塞化"を懸念する声と，それ

を否定する声が混在している九この様に，戦後

の欧州、陪特徴付けてきたECの将来に関して議論

が別れている時，EC統合の性格を今一度聞い直

してみることは重要な試みであろう。

ECによる欧州統合の経済的内容は，二つの側

面を合わせ持っている。その第一の側面は，域

1 )欧州統合の理念は，欧州におげる国民国家聞の対
立がもたらした悲劇に対する反省から，国民国家
に代わる政治的単位としての欧州、|の建設を指向す
るものである。それ故，欧州統合の理念は常にナ
ショナリズムとの緊張関係を持たざるをえないの

である。
2 )“欧州の要塞化"を懸念する芦としては，例えば，
白川一郎編著『米加自由貿易協定・EC統合をみる

一自由貿易と保護主義・地域主義一』東洋経済新
報社， 1989年 28-29頁や岸上慎太郎，藤原豊司編
著 W1992年・EC読本』東洋経済新報社，1989年第
8章高まる「欧州、lの要塞」の脅威，がある。それ
に対して“欧州、|の要塞化"を否定する見解は，主

にEC委員会等からだされている。例えば，Clercq，

内における諸商品(財，サービス，生産要素を

含む)の自由流通を保証するために関税、数量

規制等の貿易障壁を除去することにある。第二

の側面は，協調的な共通政策の形成とその適用

である。別言すれば，第一の側面は消極的統合

として把握され，第二の側面は積極的統合と呼

ばれよう。こうした概念区分は，ティンパーゲ、

ン (Tinbergen，J.)によってはじめて与えられ

た九経済統合理論を体系的な形で最初に構築し

たパラッサ (Balassa，B.)は統合を定義する場

合に前者を強調し，彼の示した統合の発展度の

指標も域内における財の自由流通の程度によっ

て示される九他方，経済同盟へと至るには後者

が不可欠の要素であると主張したのがピンダー

(Pinder， J. )である5)0 1960年代，過渡期のEC

W.D.，“1992， International Trade and Japan，" 
in日本貿易振興会 W1992EC域内市場統合』日本

貿易振興会， 1989年Ch.K.，邦訳同書，第11章，
がある。また， Colchester， N.“A Survey of 

Europe's Internal Market，" The Economist， 
July 8， 1989， pp. 31-43.は， EC域内市場の経験が，

今後GATT下でサービスを含めた貿易の自由化の
ひな型となりうるものと予想している。なお，GATT
に関する筆者の評価は，本稿75頁を参照されたい。

3) Tinbergen， J" International Economic Integra-
tion， 2nd ed， Amsterdam:. EIsevier， 1965. pp. 
76-79. (島野卓爾訳『国際経済政策」竹内書庖， 1966 
年， 124-129頁)。
4) Balassa， B.， The Theoη 01 Economic Integra-
tion， London: George Allen & Unwin L TD， 
1962. p.2. (中島正信訳『経済統合の理論』ダイヤ

モンド社， 1963年， 4-5頁)。

5) Pinder， J.，“Positive Integration and Negative 
Integration: Some Problems of Economic 
Union in the EEC，" The World Today， March， 
1968， pp. 88-110 
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の具体的な成果である関税同盟は前者を主たる

内容とするものであり，共通農業政策(Common

Agricultural Policy， CAP)や，関税と貿易に

関する一般協定， GATTの貿易自由化交渉(ケ

ネディ・ラウンド)において ECが共同で交渉に

臨んだことは後者にあたる。

この統合の二つの側面なり形態のうち，消極

的統合が政治経済学的に意味するところは明ら

かであり，市場機構を通じての資源の最適配分

を図るということにある。それに対して共通政

策の形成，適用である積極的統合は，それ自身

また二つの極から構成されている。市場機構が

十全に作用するための条件を統合体レベルで保

証するものが，第一の極である。具体的には，

競争政策や自由化を目指しての通商政策等を考

えればよい。その対極にあるものとして，市場

機構に制限を課し，市場の外から資源の再配分

や所得の再分配を図るものが考えられる。価格

支持を基本とする CAPはその典型であり，通商

政策が域外に対して自由化でなく規制的に図ら

れる場合もこの極に位置する。

ECの発展を評価し，その将来を考えるために

は，消極的統合と積極的統合がいかに進展して

きたのか，後者の具体的内容は市場に対してい

かなる関係を持つものであったのか，さらに，

二つの統合形態の関係は補完的で、あったのか，

それとも競合的であったのか，ということが問

われねばならない。そして，これらの問題提起

に対しては，具体的な実証研究によって答えら

れねばならないのである。本稿の課題は， ECの

対外経済政策の一つをなす共通通商政策 (Com-

mon Commerical Policy， CCP)の検討を通じ

てこうした聞いに一定の解答を与えようという

ものである。CCPは，関税同盟を基礎にする EC

型の経済統合の中心的かつ基礎的要素をなすば

かりでなく，二つの統合形態，積極的統合の二

つの極の錯綜と絡み合いの内に展開しているか

らである針。

戦後世界経済の動態という視点から ECを眺

めるなら，それが欧州独自の理念に基づいて構

想、され，現実化してきたことは明らかである。

産業上の強固たるアメリカの(そして後には日

本の)利害を代表する“自由・無差別・多角主

義"の理念とは異なる利害(欧州の平和，国際

関係におけるその地位の向上，欧州経済の復興，

発展)を体現する“地域主義"の理念がそれで

ある九そして， ECの基礎である関税同盟その

ものが，“自由・無差別・多角主義"との聞に緊

張関係をもつことは否定しえない。自由貿易の

次善の策としての関税同盟を許容するための例

外規定がGATT24条に定められているとしても，

“自由主義"と“地域主義"の対立を根本的に

解決するものではないであろう。さらに， ECが

関税同盟，即ち域内の貿易自由化と対外共通関

税確立に止まることなく， CCPを策定すること

になった際，“自由・無差別・多角主義"と“地

域主義"の緊張関係はより明確になっていった。

1960年代GATTケネディ・ラウンドにおいて，

6) r域内面と域外面での統一は同じーっのコインの

両面である。そのことは欧州共同体によって創設

された広範な経済政策にもてあてはまる。それは

共通の対外経済政策を抜きにしては，意味の無い，

危険にさらされたものでしかない。Hallst巴in，W.，
Die Europaische G側 einsc加ift，Dusseldorf. 

Wien: Econ V erlag， 1973. S. 241. 
7)スミス (Smith，A.)以後のイギリス，アメリカの
経済学の伝統において，経済領域の問題は積極的

には論じられてこなかった。しかし，ある一定の

広がりをもっ領域のことを考慮することなし欧

州統合の分析を進めることは大きな問題であろう。

そうしたイギリス，アメリカの経済学の伝統に対

する批判としては， Aマルシャル/赤羽裕，水上
高里夫訳『統合ヨーロッパへの道-EECの政治経
済学」岩波書店， 1979年，第一部諸学説，を参照
されたい。なお， Machlup， F.， A History 01 
Thought on Economic Integration， Part 1“The 
Term， Its History， and Its Meaning，" London: 
Macmillan， 1977は，“統合"という用語は，“諸
商品の自由流通"の別称として経済学において用

いられるようになった，と主張し，領域の広がり

の相違は，単にnational，regional， globalという
形容調により区別すれば足りるものであるとして

いる。しかし，地域統合はその出発点からして，

国民国家とも，世界的自由貿易とも緊張関係を内

包するものであり，単なる形容詞の相違ですまさ

れるものではない。前掲，註1)も参照されたい。
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ECはCCPをもって交渉に臨んだが，それは主

に自由化の内容と程度にかかわるものにすぎな

かった。しかし，そのi&CCPは， GATTの改

革を求めるものとなる。このGATTの改革を求

める ECのCCPは，自由貿易の追求とは異なる

ものであり，しばしば言われるところの管理貿

易の実現を求めるものであった。そして，その

主内容がGATT19条，セーフ・ガード条項の改

正であることは，誰しもが知るところであろう。

CCPの中心的な課題としての選択的セーフ・

ガードは，GATTの場では東京ラウンドから主

張されるようになるが，それがCCPの課題のー

っとして浮かび、上がって来たのは，ケネディ・

ラウンドの後，ECと日本との聞でなされた共通

通商協定諦結のための双務的交渉においてであ

った。そして， ECがGATT改革の中心に選択

的セーフ・ガード条項の実現を置いたのも，他

ならぬ対日関係によって規定されていたのであ

る。その後， EC統合は CCPに限らず，日本と

の経済関係によって強く規定されるにいたる。

1992年の域内市場の完成をめざす単一欧州議定

書の成立の大きな契機がEC 日本関係にあるこ

とは， EC委員会も，また ECを観察してきた多

くの研究者も認めるところであろう。そこで本

論では， CCPを通じて欧州統合を把握するにあ

たって，選択的セーフ・ガードが浮かび、上がっ

た論理を分析し，ついでEC 日本通商交渉を実

証的に研究することにする。

なお，今までの EC 日本関係の研究は， EC 

日本貿易不均衡の経済的意味の分析ヘ貿易摩

擦の政治学的研究9)，欧州政治協力の進展との関

係においてこれを評価するもの10)，そして EC，

8) Hanabusa， M.， Trade Problems between Japan 
and Westem Eurolりe，New York: Praeger， 
1979. 
9) Rothacher， A.， Economic Diplomaり betωeenthe 
Euroψeaη Communityand Japan 1959-1981， 
England: Gower， 1983. 
10) Korte， K. R.， Nippons neue Vasallen ?; Die 
Japanpolitik der Euroρaischen Gemeinschaft， 
Bonn: Europa Union Verlag， 1984. 

日本の相互の誤解とそれに基づく摩擦の社会学

的分析1九を中心としてきた。つまり， EC-日

本通商関係の研究はEC統合との関係において考

察されることはなかったのである。その意味で，

1970年から1973年に行われたEC 日本共通通商

協定諦結交渉を， CCP (それは二つの側面を持

つ積極的統合の一つである)の出発点として再

考することは，他面ではEC 日本通商関係の研

究にも新たな面をひらきうることになろう。

l 過渡期終了後の EC統合路線

と共通通商政策

“欧州統合の父"と呼ばれるJ.モネ (Monnet，

J.)は r明日への政治的統合は，その日その日

の工業，農業そして行政の実績をふまえた経済

的効果に依存すべきものである」聞と考えた。

1958年に発足した欧州経済共同体， EEC (並び

に，欧州原子力共同体， Euratom)の法的基盤

であるローマ条約問は， 1969年末までの12年間

の過渡期を設定し，この聞に関税同盟を形成す

るよう定めた。そして ECは，好余曲折を経なが

らも過渡期終了一年半前の1968年7月に関税同

盟を完成させ，共通農業政策 (CAP)を創出し

た。それによって EC各国聞の経済は密接な相互

依存関係を形成した。例えば，貿易の域内依存

度(ECの総輸出入に占める対域内輸出入比率)

は， 1958年に輸出面で30.2%，輸入面で29.7%

であったものが， 1970年には各々48.9%，48.4% 
へと伸長した。勿論，貿易の域内依存度は域内

における資源賦存状態，各国の産業構造，経済

11) E.ウイ Jレキンソン/徳岡孝夫訳「誤解増補改訂版』

中央公論社， 1982年。
12) J モネ/黒木害時訳~EC メモワール」共同通信社，

1985年 135頁。モネに代表されるような，経済面で
の統合が溢れ出て (spillover) ，自動的に政治面
での統合へと導くという考えは，新機能主義と呼
ばれる。しかし，新機能主義の考えは現実のEC統
合過程において否定された。
13) 1967年7月，欧州石炭鉄鋼共同体・ECSC，EEC， 
Euratomの三共同体執行機関統合条約が発効し，
欧州共同体， ECの総称が使用されるようになり，
単一のEC委員会，理事会が発足した。
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の発展度，経済的・地理的な近接性等の要因に

依存するものであり，その高さを統合の経済的

基礎の一般的な尺度とすることには，限界があ

ると言える叫。しかしそれでも，貿易の域内依存

度の上昇によって EC各国聞の相互依存関係が

高まったこと自体を指摘することは可能である。

さらに，過渡期(1958年一1970年)の域内貿易

は，年平均 16.6%という高い伸び率を示した。

これは，対域外貿易の伸び率9.0%を上回るだけ

でなく，EC6カ国合計の国民総生産の年平均増

加率(1961年一1971年)5.1%をはるかに上回る

ものであった。経済成長と貿易の伸びとの因果

関係は，必ずしも明確ではないが，その両者の

聞に相関関係が存在することは明らかであろう 15)。

しかし，モネの考えに反して，経済的な結び

つきは必ずしも ECの政治的な強化へとはつなが

らず，過渡期の ECではむしろ“祖国から成るヨ

ーロツノ，，"という性格が前面に現れることとな

った。 1965年， EEC委員会は農産物価格交渉の

解決， EEC共同財源の確立，欧州議会の予算権

限の強化，以上三点の一括決定を提案し，さら

に，閣僚理事会における特定多数決制の導入を

図った。 EECの超国家的性格を嫌うド・ゴーlレ

(de Gaulle， C. )のフランスは，閣僚理事会を

欠席するという態度にでた。そのため EECは機

能不全に陥ることとなった。いわゆる“1965年

危機"である。“危機"の最終的な解決は， 1966 

年1月“ルクセンフツレグの妥協"という形で果

された。即ち，閣僚理事会における全会一致が

14)統合の経済的基礎，並びにその尺度は，統合の政

治経済学が今後研究すべき課題である。

15) EC関税同盟に関する多くの実証研究は，過渡期の
EC域内貿易において，“貿易創出効果"が“貿易
転換効果"を凌駕していたことを示している。そ

の点からも、関税同盟の結成が貿易を通じてEC経
済の発展に寄与したと言えよう。なお，Davenport， 
M.，“The Economic Impact of th巴 EECヘin
Boltho， A. ed， The European Economy， Growth 
& Crisis， Oxford: Oxford Univ巴rsityPress， 
1982， Ch.8はEC域内貿易における“貿易創出効
果"と“貿易転換効果"の実証研究の概説を行っ

ている。

EECの意志決定にとって必要とされることとな

ったのである。こうして， ECの機構強化は停滞

ないしは後退したのである川。過渡期の ECは，

基本的には消極的統合を中心に進められた。さ

らに，過渡期には統合欧州の領域の拡大を意味

する，第三国，特にイギリスの加盟問題も何ら

の進展を見ることはなかった。1961年8月，1967

年5月の二回にわたるイギリスのEEC加盟申請

もフランスの反対によってしりぞけられた。ド・

ゴールのフランスにとって，イギリスの加盟は

EEC内部に多様性を持ち込み，さらに，アメリ

カのEECに対する影響力の増大を意味するもの

と考えられたからである。換言するなら，過渡

期における EC統合は，プランスの考える小欧州

内部の 6カ国の類似性を前提として進められた

のである。

過渡期における ECが，新たな政治的，経済的

構造を生み出したことは明確であったが，同時

に過渡期のEC統合に固有の問題を提示すること

ともなった。まず第ーに， CAPの形成は同時に

過剰農産物(小麦，砂糖，バター等)問題を生

み出した。第二に，関税同盟も厳しい経済状況

にさらされた下で発足した。 1968年“5月危機"

により経済の停滞，国際収支危機に直面したフ

ランス政府は 6月に物価統制，輸出補助，輸

入数量割り当て等によってこれに対処した。こ

のフランスの措置により，域内における財の自

由流通が妨げられたままで関税同盟は発足した

のである。第三に， EC内におけるフランスと西

ドイツの経済的，政治的地位の相対的変化があ

る。 1968年11月のフランスと西ドイツの間の平

価変更を巡る対立， 1969年8月のフランス・フ

ラン切り下げと10月の西ドイツ・マルクの切り

上げは， EC内の変化を象徴するものであった。

最後に，フランス，西ドイツの平価変更の結果

として，過渡期に作り上げられた共通農業市場

が，国境調整金 (Monetary Compensatory 

Amounts， MCAs)によって分断されることとな

16) J =C， I.マスクレ/藤木登訳「ヨーロッパの政治統
合』白水社， 1981年.92-99頁。
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った。世界経済そのものの安定的な成長を背景

として，過渡期のEC統合が貿易を通じて， EC 
経済の成長に寄与したとは言え，統合の利益は

部門毎に異なり，かっその利益も加盟各国に均

等に配分されたわけではなかった。上記の諸問

題は，そのことを具体的な形で示すものであっ

た。それ故，これらの諸問題を解決するために，

新たな，包括的な対応が求められることとなっ

た。

他方， 1969年には欧州、|の政治環境も大きく変
化することになる。フランスでは6月に，ド・

ゴールの退陣後より現実主義的なポンピドゥー

(Pompidou， G. I. R. )が大統領に就任した。西

ドイツにおいては10月，プラント (Brandt，W. ) 

が首相となり，東方政策を推し進めることにな

る川が，彼は同時に統合主義者でもあった川。

こうした経済，政治面での変化の中，オランダ

のハーグにおいてEC首脳会議が聞かれることに
なった。それは r共同体はまさに獲得された進

歩ゆえに今日その歴史の曲り角に到着したとい

う見解J (ハーグ・コミュニケ第3項)と r共

同体にその意義と影響力を存分に発揮させると

いう政治的目的への信念J (同第4項)によるも

のであった。

1969年12月1・2日，オラン夕、のハーグにEC6 

カ国の首脳が集まり，過渡期終了後のECの進路
について協議した。この首脳会議の共同コミュ

ニケに示された新たなEC統合路線は，ECの「完
成，拡大，深イじ」を目指すというものであった19)。

17)過渡期終了直前のEC各局における政治環境の変

化については， Morgan， R.， West European Poli-
tics sine 1945， Ch. 19“Europe Enters th巴Sev-
enties，" London: B. T. Batsford， 1972を参照さ
れたい。

18)西ドイツ社会民主党が，シューマン・プランを巡

りキリスト教民主同盟・社会同盟に反対していた

時，プラントはあえてこのシューマン・プランに

対して賛成を示した。モネ，前掲書， 85-86頁。

19) Bulletin 01 the European Co仰刊unzわ1，1-1970， 
(以下，EC-Bull. 1-70と略記する)pp. 11-16.な
お同コミュニケは，外交政策面での協力を推進す

ることもうたっており，これが後の“欧州政治協

「完成」とは，共通農業政策の融資規則を最終

的に確定し， EC独自財源の確立，欧州議会の権
限強化を行うことである。「拡大」とは，文字通

りイギリス等ECへの参加希望国と加盟に関して
交渉を開始することを意味する。「深イ七」とは，

「安定と成長の共同体」へ導くための経済通貨

同盟を形成することであり，欧州、|準備基金設立

の可能性を検討することをその内容としている。

これらの目標は，70年代のEC統合が過渡期のそ
れとは全く異なることを示していた。ハーグの

理念は， ECが関税同盟，共通農業政策，小欧州
主義に止まる事なく， ECの財政権限の強化(完
成)，大欧州主義への転換(拡大)，国家主権の

一層の委譲(深化)を行うことを意味しており，

EC統合を消極的統合に止まることなく，積極的
統合面でもさらに推進するよう求めているので

ある。過渡期の進展は，政治的には連合主義へ

の傾斜を強めながら，経済的には域内市場の自

由化による“内包的発展"によってもたらされ

たものであった。過渡期統合の成果と限界が新

たなEC統合路線を求めたことへの回答が，ハー
グの理念であった。ハーグの理念 r完成・拡大・

深化」は，市場の“外廷的発展"20)に依拠しな

がら，同時に各国聞の協調と ECの機構を強化
し r安定と成長J(各国毎にその意図する内容，

程度は異なっていたが)を目指す，積極的統合

であった。

しかしながら r完成，拡大，深イ七」という方

力"(European Political Co-operation， EPC) 

の起点となる。

20)統合市場を基礎とした経済成長は，既存の域内分

業関係を再編成し，高度化させながらなされる方

向と，残余世界から新たに第三者がその分業関係

に加わることによってなされる方向の二つが考え

られる。ここでは，前者を“内包的発展後者を

“外延的発展"と呼ぶことにする。現実には両者

が結合して進むであろうが，小欧州主義が前者の

方向性をもつものに対し拡大」は後者の方向性

を指向するものである。そして，前者が域内の車L
繰を高める傾向をもつのに対し，後者は「拡大」

以前の内部の車Li擦を緩和する傾向にあると言える。

さらに，そうした成長は安定的であるか否か，と

いう問題も検討すべき課題である。
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策は，過渡期のECの発展が生み出した固有の問
題を根本的に解決しうるものであったのだろう

か。過剰農産物問題の基底には， CAPによって
行われる農業面での管理の在り方，即ち価格面

のみの管理を追求し，生産量の管理に手をつけ

ないという問題がある2九国際通貨面での不安定

性は， EC域内では，特に仏独の不均等発展を示
すものである叫と同時に，アメリカ経済の相対

的後退，欧州，日本経済の台頭を明示するもの

であった問。さらに国際通貨面での不安定は，EC
内の農工分業の不均等発展に内在する問題を，

MACsによる域内農業市場の分断という形で示
した判。この様な諸事情はハーグの理念が，かな

らずしも調和的でないことを表していると言え

よう。以下でその点にふれておこう。

「完成」の内容は，まさしく CAPの「完成」

そのものであった。農業融資規則を決定し，そ

の財政的基盤を確立するための固有財源を導入

し，EC財政の民主的施行のための欧州議会の予
算監督権限の強化と直接選挙の実現を目指すこ

とが，-完成」でbあった。これらは， CAPの最大
の受益国のフランスの主張を具体化したもので

あった。 1968年通貨危機に際して西ドイツがマ

ルク切り上げを拒否したことに象徴されるEC内
での政治的力関係の変化の中で，フランスは自

己の利害に最もかかわる CAPの後退を防ぎ，さ
らにそれを固定化することを必要とした。それ

は勿論，統合の進展によって国家主権が制限さ

れる，というド・ゴールが拒否した政治的コス

21) Britan， S.，“Some Common Market Heresies，" 
Journal 01 Common Market Studies， Vo1. 8， N o. 
4， 1969-70， pp.291-304. 
22) ["欧州共同体70年代の課題J W外務省調査月報」第
11巻第l号 (1970年1月) 1-23頁。

23) Van der Wee， H.， Prosperity and Uphιaval: 
The World Economy 1945-1980， Ch.11“The 
Gold-DolIar Standard as WorId System， 1944-
71" Great Britain: Pelican Books， 1987. 
24) Hendriks， G.，“Germany and the CAP: 
national interests and th巴 EuropeanCommu. 

nity，" International A万airs，V 01. 65， N o. 1， 
1988/89， Winter. pp. 75-87. 

トをフランスも負担する乙ととなる一面をもっ

てはいたが，ECにおけるフランスの利害を保証
するためのものでもあった。

4カ国(イギリス，デンマーク，アイルラン

ド，ノルウェー;しかしノルウェーは最終的に

は加盟しなかった)，特にイギリスの加盟問題は，

60年代からの懸案事項であった。フランスを除
くEC5カ国が，すでに60年代からECの拡大を
望んでいたことから，フランスの態度の軟化，

現実主義的なポンピドゥーの登場が「拡大」を

可能にした25)。それはEC内における新たな勢

力関係を生み出し，世界政治・世界経済におい

てECがより大きな単位として登場することを意
味すると同時に，-共同市場」を“外延的に発展"

させるものでもあった。特に，農産物輸入国で

あるイギリスの加盟は，過剰農産物問題を量的

に解決すると考えられた。また，過渡期に見ら

れた加盟申請国と ECとの貿易依存度の上昇制
は，そうした方向性についての客観的な基盤を

示していた。過渡期における“内包的発展"は，

平価調整の必要性によって明示されたように，

西ドイツの高度成長とフランス経済の相対的立

ち遅れという不均等発展を促した。このフラン

スと西ドイツの不均等発展は域内分業関係の再

編成を迫るものであったが，-拡大」はそうした

圧力を緩和するものであった。こうしたことを

考えるならば，-拡大」は，一面では「完成」と

補完性をもっていたが，他面では同時に，ド・ゴ

ーlレの懸念した多様性をEC内部にもたらすもの
であり，統合に遠心力を与え，-完成」と緊張関

係をもっ，二面的性格のものでもあった。

経済通貨同盟計画に代表される「深イじ」は，

ハーグ理念の中でも特に注目を集めたものであ

25) Nicholson， F.， R. East， From the Six to the 
Twelve: The Enlargement 01 the European 
Communities， Ch. 2“Second UK AppIication，" 
Essex: Longman， 1987.は，イギリスの1966年11
月の第2回EC加盟申請から，1973年1月の正式加
盟に至るまでの経緯を詳細に紹介している。
26) W英国と欧州共同体(英国政府白書)~ (日経調資
料， 71-7) 15頁。
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りながら，-期待どおりに行われえなかったj27) 

ものである。 ECは，各国の協調により，特に通
貨面での安定を図ろうとしたが，それは内在的

に多くの問題点を含んで、いた。第ーに，“安定"

の内容，程度が各国毎に異なっていた。物価に

重点を置く西ドイツと雇用に重きを置くフラン

スの優先順位の違いは，ハーグ首脳会談直後に

すでに指摘されていた制。第二に，“安定"を達

成するための方法についても考え方が分かれて

いた。いわゆる“エコノミスト"と“マネタリ

スト"の対立はその点を明確にしている。シラー・

プランに代表される西ドイツの考え方は，“エコ

ノミスト"と呼ばれ，まず第ーに経済・通貨政

策面での協調を主張し，その次に為替相場の変

動幅の縮小を求め，そして，最終的には経済・

通貨主権をECに委譲するよう主張した。他方，
フランスの立場を反映したルクセンフ、ルグ・プ

ランは“マネタリスト"の主張をよく表してい

る。それは，まず、為替相場の変動幅の縮小を求

める一方でー，各国の経済政策の自由度を出来る

限り維持しようとするものであり，経済・通貨

主権のECへの委譲は問題外であった。見られる
ように，“安定"の達成方法，主権の委譲という

重要な問題について加盟国相互は対立してい

た問。それ故に， ECの通貨統合計画であるウェ
ルナー報告は妥協的な性格を帯びざるをえない

ものとなり，問題先送り的なものとして提案さ

れたのである問。さらに，為替相場の不安定は欧

州のみの問題というわけではなく， 60年代後半

27)パリ首脳会談 (1974年12月9・10日)コミュニケ
(EC-Bull. 12-74. pp. 7-12.)第14項。

28) Britan， ot. cit.， pp.298-299. 
29)ハーグ以後の通貨面でのEC統合の試みに関して

は，田中素香『欧州統合」有斐閣， 1982年，第1

部通貨統合，島崎久菊『ヨーロツパ通貨統合の展

開』日本経済評論社， 1987年，第2章スネークの

登場と挫折，が詳しい。あわせて参照されたい。

30) WaIlace， W.，“The Administrative Implications 
of Economic and Monetary Union within the 

European Community，" Journal 01 Common 
Market Studies， Vol. 12， No. 4，1973-74， pp. 410 
445. 

の世界経済に固有の問題として現れて来ており，

その意味では“安定"の追求もまた，世界的な

課題なのであった。「深イ七」という方向性は，そ

れ自身の中に問題を抱えていたが故に，その進

展は好余曲折を経ながら進まざるをえなかった

のである。

さらに，-拡大」と「深イ七」という方向性は，

必ずしも整合的であるとは言えない関係にあっ

た。「深イ七」を追求する場合に，加盟各国の協調

が必要である以上，各国聞の経済構造，政策課

題，政策理念，政策内容が類似的であるほど協

調は容易となり，逆にそうした要因の差異が大

きければ協調は困難となる。また，協調の困難

性は，一般に加盟国の数に比例するといえる。

その意味で，-拡大」と「深イ七」の間には一種の

緊張関係が存在するといえよう。そして，-完成」

の内容が，その両者の緊張関係を緩和しうるも

ので、ないことは明らかである。

ノ¥ーグ首脳会議で提示された「完成j，，-拡大j，

「深イじ」という新たなEC統合路線は，積極的統
合を進めるものであり，その内容は， ECの機構
強化を図り，より広い市場を基礎に，安定と成

長を追求するものであった。しかし，個々の目

標は内在的な矛盾を抱え，しかも相互に整合性

を欠!く羅列的なものでしかなかった。そのこと

は，過渡期EC統合の利益の性質並びにその不均
等な配分が，予定調和的，安定的な発展をもた

らすものでないことに起因している。過渡期統

合のもたらした不均衡と不安定が多面的な性質

のものであったため，それらの問題に対応して

出された是正策である積極的統合の内容も，当

然多岐に渡る妥協的性格のものとならざるを得

なかった。

こうした新たな統合路線を背景としたECが残
余世界との関係を再編成する場合の積極的統合

は，まず第一に通商面からなされる傾向を有す

る。そのことは， ECがまず関税同盟を基礎とし
ていることから導かれる当然の帰結である。ハ

ーグ首脳会議で示されたEC統合路線の転換を
背景としたEC委員会は，まずCCPの策定へと
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向かうことになった。CCPの策定を単にローマ

条約の条文 (113条)に沿ったもの31)と見る考え

があるが，それはいささか皮相的な見解と言わ

ざるをえない。ECはローマ条約を基本としなが

らも，必ずしもその規定通りに発展してきたわ

けではない。例えば，理事会における多数決制

を想起されたい。ローマ条約148条は特定多数決

による理事会の意志決定を定めており，これは

1966年以降一般化するものと考えられていた叫。

しかし，先に述べた“1965年危機"とその解決

としての“ルクセンブツレグの妥協"は，逆に理

事会における全会一致を一般化した。又，逆に

ローマ条約に規定のない制度を創出し，既成事

実化することによって，統合を進めてきたとい

う側面がECにあることも，EC統合の見逃せな

い特徴である問。

CCPは，農産物貿易，第三国との貿易関係の

形成，開発問題，競争政策，産業政策，さらに

は外交政策(欧州政治協力)等といった多様な

問題を扱い円ECが対外関係に対処する際の根

幹となるものである。ECは，1970年を前後して，

共通輸入規則，数量割り当て管理規則，共産圏

諸国に対する共通輸入規則，ダンピング規則，

加盟国と第三国との通商協定の漸進的標準化と

共同体ベースでの交渉等聞を策定し，CCPの内

容を豊富化した。さらに，旧植民地諸国との連

31) Rothacher， op. cit. ， pp. 146-148. 
32)マスクレ，前掲書， 92-94頁。

33)ローマ条約の外で作られ，発展してきた機構とし

ては，例えば欧州理事会， EMS等が，その代表例
として挙げられる。さらに，ローマ条約の外に作

られたECの諸機構が，当初の設立者の意図とは異
なる性格を持つようになり，そのことによって積

極的統合が進展することも，EC統合の一つの大き
な特徴と言える。この点については別の機会に論

ずることとする。

34) Pelkmans，].， Market Integration in the Euro 
ρean Community， Ch. 8 "Common Commercial 
Policy，" Hague: Martinus Nijhoff Publishers， 
1984 

35)これらの諸規則の内容に関しては，柴田幹夫「欧
州共同体の経済政策」通商産業調査会， 1976年，
531-555頁が詳しい。

合関係の追求，.拡大」に伴う残存EETA諸国

との関係の再編，対地中海諸国関係の再編，と

いった問題も条約上の規定は異なりながらも，

第三国との関係の再編成として重要な意味をも

つものであった。これらのうち，第三国との通

商協定の標準化と共同体ベースでの交渉は，加

盟国の通商権限をECに委譲するものであり，過

渡期のCCPが主に共通関税の設定にあったこと

と比較して，通商政策面での消極的統合から積

極的統合への転換点と位置付けられる。通商政

策面での積極的統合は，ECの機構強化聞を意味

するものであるが，具体的には1969年末から進

められた日本をはじめとする10カ国との共通通

商交渉がそれにあたる。

CCPはハーグの理念を背景として発展するこ

とになるが，単に自由貿易的側面のみならず，

管理貿易的側面を示すものでもあった。何故な

ら， CCPの展開が新たなEC統合路線の延長上

にある以上，その内容も「完成，拡大，深化」

という域内面での積極的統合の追求に規定され

ざるをえないからである。ハーグpで示された目

標は，過渡期の統合に規定されて多様な内容を

有し，内的緊張を苧むものであり，遠心的，妥

協的な性格を持っていた。それ故，内部での積

極的統合を進めるには，域内の遠心力を加速化

するような域外からの不安定要因を出来る限り

除去しなければならない。さらに，対外関係面

での積極的統合である CCPの確立を追求する

EC委員会にとって，加盟国の合意を得るには，

最も脆弱なところからの要求に答える必要があ

った。ここに， CCPが第三者に対して管理的側

面を持つ契機が見いだされる。

36)さらに， CCPの内容に域外国との産業協力も加え
ょうという企図が， EC委員会，欧州議会に存在し

ていた。 Deniau，J. F.，“The elements of a mod. 
ern commercial policyぺEC-Bull.7-69. pp.19-
24.， Kriedemann，“Report on the problems of 

the common commercial policy after the end of 
the transitional period of the EEC Treaty，" 
European Parliament WoゆingDocuments， 1970 
71， 12 May 1970， Document 32. 
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過渡期の統合の結果，経済的さらには政治的

に不安定となったECを安定化させるために積極

的統合を進めるという新たな統合路線は，さら

に世界経済が変化するなかで，安定追求を一層

前面に押し立てることになった。 1960年代，世

界経済は黄金期を迎えたが，それは同時に，世

界経済の構造的変化を生み出しており， 60年代

末から70年代初頭にかけて国際通貨不安と保護

主義の台頭が，この構造変化から生じた。アメ

リカの相対的な地位の低下，それに対応する欧

州と日本の台頭は，いわゆるパックス・アメリ

カーナの経済的基礎を揺るがし， IMF-GATT
体制の修正を迫ったのである。それはまた，戦

後世界経済体制を支えてきたアメリカが，体制

維持のコストを負担できなくなったことを意味

した。それを最も時確な形で現わしたものが，

1971年8月15日のニクソン・ショックであり，

これを境にして，IMF-GATTに代わる新たな
世界経済体制が模索されることになった。つま

り，世界経済の不安定化という客観的条件の変

化のなかで，内的緊張を苧む積極的統合が図ら

れねばならなかった。そして，域外からの不安

定要因に対して ECが域内の安定を追求する場

合，必然的に残余世界との関係を管理する必要

が生じたのである。

ノ¥ーグ理念の内的緊張は， CCPに管理貿易的

色彩を求めることとなり，さらに世界経済の不

安定化がそのことを促した。その意味で， CCP 

の分析は，ハーグで方向づ、けられた積極的統合

の内的緊張と，世界経済の不安定化がそれに及

ぽした影響を示しうるであろう。具体的には選

択的セーフ・ガードの追求という形をとって，

CCPの管理貿易的性格は示されることとなった

が，それは対日 CCPの展開のなかから導き出さ

れたものであった。それ故，対日 CCPの分析が，

EC統合の性格を見極めるうえで意味をもつので

ある。そこで次に，日本との交渉に際して， EC 

委員会の方針はいかなるものであり，交渉の過

程でどのように変化したのかを，具体的に見て

いこう。

11 共通通商協定交渉における EC，

日本の基本方針

11 -1 ECの基本方針

1969年末をもって過渡期を終了したECは，ロー

マ条約113条並びに1969年12月16日の理事会決

定に基づいて，一連の通商交渉を開始した3九通

商協定の諦結を目指した域外10カ国との通商交

渉は，交渉相手国毎にその内容を異にしていた。

トルコ，マルタとは連合関係の形成を目指すも

のであった。イスラエル，スペイン，レバノン，

オーストリア，アラブ連合とは特恵関係を確立

する協定諦結を目指した。日本，アルゼ、ンチン

とは非特恵協定の諦結のための予備折衝を行う

ことになった。そして，これら10カ国との交渉

の中でも最大の経済大国が日本であった。社会

主義国であるユーゴスラビアを除く他の8カ国

のGDPの合計は約900億ドル(1969年)であっ

たのに対し，日本のそれは約1700億ドル(同)

であった。つまり，一連の交渉のうちで日本と

の交渉は経済的に最も大きな意味を持っていた

のである。

これに先立つて EC委員会が対日 CCPの確立

を目指したことはあった。すでに1961年12月レ

イ (Rey，J.) EC委員が来日し， 1963年から64

年にかけて対日共通通商政策の策定が図られた。

しかし，こうした努力は実を結ぶ、ことなく過渡

期が経過した38)。そのためにこの間のEC-日本

通商関係は，EC各国と日本の個別の関係を基本

に発展した。が，その間EC全体と日本の貿易は

拡大均衡を達成していた。日本との予備折衝に

先立つて， EC委員会，欧州議会は，モザイク的

な通商協定の集まりと EC全体で見た貿易の拡

大均衡の達成をもって，1960年代の EC 日本関

37) Financial Times， 14， January， 1970. 
38) Rothacher， op. cit.， Ch.4“Euro-J apanese rela. 
tions 1950-68: th巴preludeto the common com. 

mercial policy and the gradual emancipation of 
Japan." 
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善後 1 1969年米のEC各国と 13;本の通商関係
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図-3-1 ECの対日輸入品目構成

図その他製品

回機械類・輸送機器

図化学製品

函一次産品

(出所)UN Commodity Trade Statistics， Series D， 

各号より作成

係を特徴付けていた問。

モザイク的な通商関係は，ECを構成する各国

と日本との聞の通商協定の有無や貿易管理の方

法の多様性に集中的に表現されていた(表-1)。

各国の対日輸入制限品目中西ドイツ，フランス，

イタリア，ベネルクスの4ないし 3関税領域(関

税同盟を結成していたベネルックスは1関税領

域と見なされる)に共通のものは，繊維製品類，

食品類等の軽工業製品を主としていた叫。

このように1960年代には，ECと日本との聞に

は，自由貿易的な西ドイツから保護主義的なフ

ランスまでモザ、イク的通商関係が構築されてき

たが， ECの対日貿易は， EC全体として見るな

らば拡大均衡を維持してきた(図-1)。その結

39)“Japan-economic power and partner for th巴
Common Market，" EC-Bull. 12-69. pp.17-20.， 

Baas， M.，“Bericht uber die Handelsbeziehun. 

gen zwischen den sechs EWG-Landern und 

J apan，" Europaisches Parlament Sitzungs-
dokumente， 1969-70， 2 Februar 1970， Dokument 
212. 

40) Baas， op. cit.， S. 13-17. 
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図-3-2 ECの対日輸出品目構成

四その他製品

回機械類・輸送機器

図化学製品

圏一次産品

(出所)Ibid. 

果， ECの域外からの総輸出，総輸入に占める日

本の割合も，各々1958年の0.88%，0.68%から，

1968年には1.9%，1.8%となった。しかし，各国

毎の状況をみるなら，そこにもかなりのばらつ

きがあった(図 2 )。さらに、貿易品目構成の

面から見るなら、非対称的な発展が認められた

(図-3ーし 2)。すなわち， ECの日本から

の主要な輸入品目が一次産品、軽工業品から重

化学工業製品に変化したのに対し、対日輸出品

目では重化学工業部門で大きな変化はなしむ

しろ周辺的な製品の伸びが目についたのである4九

そして，貿易品目構成面での変化は1960年代に

ECと日本の比較優位構造が変化したことを示し

ている。

こうした客観的条件の変化，前章で詳述した

EC統合路線の変化を背景としてECの対日共通

通商協定交渉が始められることとなった。この

交渉は，1)各国毎の通商協定をECベースのそれ

に一元化する， 2)相互に貿易自由化を進めるこ

41) Ebd. 
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とによって，この拡大均衡を維持，発展させる，

3)貿易自由化に際して， EC共通の双務的，包括

的セーフ・ガードを導入する，以上のことを基

本方針として行われることとなった。

過渡期終了後のECの対日 CCPは，1960年代

初頭に当時のEC委員会が日本との交渉を対後

進国交渉のひな型にしようとして作成したもの

と内容的に大差ないものであった。このことか

ら， ECの時代錯誤的，硬直的な性格に対する批

判が一般的にあったが叫，そうした評価は，問題

の一面を指摘していても，過渡期終了後のEC統

合路線の変化との関係を見落としている。対日

CCPの硬直性を強調する評価は，何故1960年代

初頭に対日 CCPが企図された折に，それが現実

化しなかったのかを説明しえないか，たとえ説明

したとしても，単にローマ条約の過渡期規定に

その原因を求める制度的な説明しかし得ないの

である。第1章においてすでに概観したごとく，

新たなEC統合路線は， ECの機構強化，市場の

“外延的発展協調的安定の追求にあったが，

この対日通商協定交渉が追求すべき課題もそれ

と一致していたのである。第ーに ECの機構強化

に一定の合意があったため，理事会は交渉権限

を委譲し，各国毎の協定に代わる共通の協定を

結ぶよう EC委員会に求めた。第二に， 1960年代

における EC全体としての対日貿易が均衡を保ち

ながら拡大してきたこと，未だ日本市場が閉鎖

的であること，日本市場が潜在的に大きなもの

であるということから，貿易の相互自由化はEC

にとって域外市場を拡大することになる。第三

に，双務的セーフ・ガードが，域外からの不安

定要因に対する ECとしての安定維持策であるこ

とは明らかである。一見すると時代錯誤的なEC

の対日 CCPも， EC統合路線の新たな展開と無

関係ではないのであり，その点は今まで見逃さ

れてきた点でもある。

42)並木信義rEECの対外経済関係とそのわが国およ
び世界経済に及ぼす影響J ~世界経済評論~1970年
7月22-27頁(1970a)，ウイルキンソン，前掲書，
235-236頁。

新たなEC統合路線を反映した対日 CCPが，

EC各国の一定の合意の下でEC委員会によって

追求されることになったとは言え，それは内在

的な問題を抱えていた。すなわち，一方におい

て貿易の自由化を追求しながら，他方では管理

貿易的措置であるセーフ・ガードも同時に追求

することを意図していたからである。対日 CCP

が並列的な妥協であり，しかもそれが管理貿易

的側面を持たざるをえなかったことは，域内面

での積極的統合が内的緊張をもつものであった

ことに規定されている。それはある意味で，内

部の矛盾を第三者に，この場合日本に転化する

ものであったと言えよう。そして，対日 CCPを

巡る EC内部の対立は，過渡期のEC統合の影響

が各国毎に異なっていたことを反映していたの

である。そこで，対日貿易黒字を計上していな

がら対日 CCPに対して両極に位置した，西ドイ

ツとフランスの経済政策上の相違がいかなるも

のであったのかを見ておこう。

戦後西ドイツの経済政策の基本が，最大限の

自由競争と最少限の国家介入によって特徴付け

られる“社会的市場経済"であったこと，それ

が単なる自由放任でないことは周知の事実であ

る叫。そして，国家の介入が最も求められたのは，

戦前の経験から，物価の安定であった。“社会的

市場経済"の下，西ドイツ経済は奇跡を経験す

ることとなった。すなわち，高度成長，物価の

安定，国際収支の改善が達成されたのである。

1969年に誕生したプラント率いるところの社会

民主党政権下において，より左翼的な政策が追

求されながらも，“社会的市場経済"の原則は基

本的には維持された。しかし， EC関税同盟の創

出の下で，西ドイツ経済は輸出主導型経済へと

傾斜し，貿易収支黒字が累積する乙ととなった。

その結果， IMF固定相場制の下において，西ド

43)出水宏一『戦後ドイツ経済史』東洋経済新報社，
1978年。 1970年前後の西ドイツの経済情勢，経済
政策については，特に，同書198-209頁を、西ドイ
ツにとってのEC関税同盟の意義については，同じ
く同書222-225頁を参照されたい。
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イツ・マルクは再三にわたって切り上げを迫ら

れることとなり，さらに，国際通貨情勢が不安

定な局面において，マルクが投機の対象となる

こともしばしばであった。加えて， 1969年から

1970年にかけての戦後最大の西ドイツの好況は，

西ドイツにインプレーションを定着させること

となった0マルク投機と対外不均衡が顕在化し，

インフレーションが進行する下で，西ドイツの

経済政策はマルク防衛とインフレ対策として自

由貿易，輸入拡大を図ることとなった。換言す

るなら，西ドイツの自由貿易は，“社会的市場経

済"の理念とそれが生み出した西ドイツ経済の

構造的問題が要請したものであった。

戦後西ドイツの経済政策が，自由主義を基調

とする“社会的市場経済"によって特徴付けら

れたのに対して，フランスのそれは“エタティ

スム"と呼ばれる国家の積極的な経済への介入

によって特徴付けられる叫。西欧資本主義国中比

較的高い農業の比重，中小企業の比重が大きく

しかも大企業の規模も比較的小さいこと，企業

家精神よりむしろマルサス主義的心理と言われ

る保護，制限による現状維持指向，そしてイン

プレーションに対する免疫ないしはインフレー

ション期待が大きいこと，等がフランス経済の

特徴として挙げられる。相対的な農業部門の比

重の高さは，CAPの形成によって解決に向かう

より，むしろ固定化した。工業部門における二

重構造と相対的に小規模な大企業は，西ドイツ

との経済格差の拡大を導いた。ポンピド一政権

は誕生時より，こうした諸問題への対処を義務

付けられていた。ポンピド一政権が抱えた課題

は，平価の変更や金融・財政政策といった短期

的措置で解決しうるものでなく，フランス経済

そのものの構造調整を必要とするものであった。

その具体的対処策が， 1969年9月に構想が示さ

44)中村啓「フランス経済の現状と EEC政策 ドゴー
ル退陣後の新展開 J~経済評論~1970年 3 月， 120
131頁，調査企画室(松岡健二郎，独協大学)，フ
ランスの経済政策J~レフアレンス~， 252， 1972年
1月， 59ー78頁。

れ，71年に最終決定をみた第6次計画であった。

そこでは特に，機械，化学，エレクトロニクス・

情報・電気通信の三部門45)が基軸産業として位置

付けられ、これらの部門の先導的発展によって

フランス経済の構造を調整し，成長を実現する

展望が描かれていた。政府，特に経済官僚の主

導によって，これら先端産業に対する一種の“幼

稚産業保護・育成策"を図ろうとするフランス

にとって，外部世界からの変動要因は極力避け

ねばならないものであった。単に，脆弱な中小

企業を保護するためだけでなく，フランスの経

済を主導すべき産業の“テイク・オフ"を支援

するためにも，フランスの通商政策の基本は管

理貿易的にならざるをえなかったのである。フ

ランスの管理貿易への指向は，フランス経済に

内在する問題とそれへの積極的な対処策のコイ

ンの裏側であった。

関税同盟の形成は，その最大の受益国である

西ドイツに通貨面での不安定をもたらし，一方

CAPの利益を最も享受したフランスは産業構造

の高度化を遅らせることとなった。そして，こ

の両者があいまって，独仏聞の不均等発展が進

んだのである。各国毎に異なる不安定は，課題

と処方筆の相異として顕現し，それ故に当初か

ら積極的統合は緊張を内包することとなった。

その処方筆の相異が対日 CCPにおいて並列的な

妥協として現れたのである。それが、内部の矛

盾を第三者に転化する性格のものであることは

明らかであろう。

EC委員会の対日 CCPが，まず第一に ECの

機構強化を目指し，さらに自由貿易と管理貿易

の妥協である貿易の相互自由化とセーフ・ガー

ドを同時に追求したのは，加盟国の経済政策の

相異を妥協させるためであった。すでに，予備

45)これらをはじめとする先端産業における欧州並び
にフランスの，アメリカに対する立ち遅れと政府
の無策は，すでに1960年代半ばに“アメリカの挑
戦"として指摘され，大きな衝撃があった。 ].Jセ
ルパンシュレベール/林信太郎，吉崎英男訳『ア

メリカの挑戦』タイム・ライフ・ブックス， 1968 
年，特に，その第l章から第10章を参照されたい。
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折衝段階において，日本がEC委員会を共通の交
渉窓口として認めたことにより，EC委員会の第
一の目標は達成されたかに見えた。そして，日

本との実際の交渉におけるEC委員会の当初の重

点は貿易の相互自由化であり，セーフ・ガード

はむしろ従属的な位置におかれていた。そのこ

とは，交渉にあたってEC委員会がセーフ・ガー
ドを安全弁として描き，その必要性を強調して

いたこと，1971年1月にEC委員会から理事会に
対する交渉経過の報告並びにセーフ・ガードを

巡る交渉の難行に対する打開策の提示内容から

うかがえる州。 EC委員会の妥協案は，セーフ・
ガードの対象品目・国は限定しないが，期限を

貿易自由化期間内に限定する，というものであ

った。この妥協案は，貿易の相互自由化のため

に， ECが日本に譲歩することを認めるよう EC

委員会により提案された。 EC委員会は， ECの

機構強化を意味する通商協定の諦結を最優先し，

そのために域内の妥協を図ろうとした。しかし，

EC委員会と西ドイツの自由貿易派は，園内経済
政策の遂行のため対外関係を管理化せんとする

フランスをはじめ，大幅な対日貿易赤字を計上

しているイタリア，ベネルクス47)の五カ国の管

理貿易派を説得しえず，EC委員会の提案した妥

協案は常駐代表会議において西ドイツを除く五

カ国の反対により拒否された。つまり，域内で

の妥協により共通政策を形成しようという EC委
員会の意図は，ここに挫折し，その結果ECの対

日CCPは，むしろ日本側に妥協を求める方向で

進められざるをえないものとなった。

世界経済の不安定化は，EC統合路線をより安
定志向的なものとしたが，そのことは対域外関

係の管理の強化を求めることを意味した。それ

は対日 CCPの展開のなかで如実に示された。貿

46) EC -Bull. 3 -71. pp. 73 -74.， Dahrendorf， R.， 
“Community， United States， Japan: Trade 
Policy -Problems and Outlook，" EC-Bull. 2-71. 
pp.20-30. 

47)輸出/輸入比率で，イタリアは70.0%(1970年)，

ベネルックスは53.7%(同)であった。

易の相互自由化に重きをおいた日本との交渉が，

セーフ・ガードを巡って決裂したのは， 1971年
7月であった。その直後に生じたニクソン・シ

ョックにより示された世界経済の不安定化を客

観的条件として，ECの積極的統合は追求される

こととなった。つまり，外生的不安定要因から

域内経済の安定を守るという課題が，より重要

性を増したのである。さらに日本の脅威は， EC 
をして対日関係の管理化の指向を強めることと

なった。それは，日本問題，即ち， ECがアメリ

カにキャッチ・アップした様に，日本がECに追
い付き，追い越そうとする局面において生じる

調整問題を，ECが意識するようになったことの

裏返しでもあった。管理化の指向は，具体的に

は対日 CCPにおけるセーフ・ガードの強調とい

う形をとることになった。

1971年秋の日経連使節団の訪欧に際して日本
側から示された“秩序ある輸出"の考えに対す

る反応品)， 1972年に出されたEC委員会の報
告4町並びに同年5月に行われた通商協定交渉再

開のための協議において示されたECの考えにそ

うした方針の変化は明瞭にあらわれている。「日

本の国際競争力は，新たな拡大局面において悪

化するよりもむしろ，改善され得ると考える十

分な理由がある」叫として， EC委員会は日本の
国際競争力をまず認める。そこから iこの型の

協定(“秩序ある輸出"ないしはセーフ・ガード

を含む協定:引用者)は両者にとっての貿易問

題を解決しうるであろう J 51)として，セーフ・

ガードを単なる貿易自由化のためのてことして

でなく，むしろ急速な比較優位構造の変化への

対応策として位置付けるのである。国際分業構

造，比較優位構造の変化に，既存の通商体制は

一面無力であり，何らかの再編成が求められて

48)植村甲午郎「欧州諸国歴訪の印象J ~経団連月報』

1971年12月， 22-25頁。

49)“The Plac巴ofJapan in the Wor1d Economy，" 
EC-Bull. 1-72. pp. 35-42 

50) ibid.， p.38 

51) ibid.， pp. 41-42. 
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いた。鉄鋼，エレクトロニクス製品等に関する

“秩序ある輸出"なり“輸出自主規制"なりが，

EC-日本関係や GATTの枠外ですでに行われ

始めており，そうした GATT外での貿易の管理

化は，ニクソン・ショックと並んで既存の国際

通商体制の限界を示すもので、あった。こうして，

1972年5月の協議に際しての EC側の主張の中

に，セーフ・ガードを暫定的なものでなく，恒

久的な通商政策上の措置とする意図が現れてく

るのである。それは，世界経済の不安定化によ

り加速化されつつあった域内の遠心力を，妥協

的に全て取り込むことにより， CCPの進展を図

ろうとする EC委員会の意図の現れで、あった。し

かし，このような EC委員会の意図は，世界経済

の不安定化といった客観的条件の変化に対応し

たEC統合路線の再検討から出されたものではな

しむしろ内的緊張を持つハーグの路線の延長

上で，是が非でも積極的統合を進めようとする

ものであった。

もちろん，“秩序ある輸出"や“輸出自主規制"

のような措置が管理貿易的なものである以上，

それはEC内部の自由貿易を主張する勢力からの

反対と対立せざるをえなかった。 EC内の自由

貿易派である西ドイツが，そうした反対を表明

しただけでなく，“秩序ある輸出"とEC共通

競争政策との整合性が問題となった。前者の対

立は，すでに述べた各国経済政策の基本方針の

相違によるもので、あった。これに加えてEC委員

会内部の対立が生じた。つまり， CCPが自由化

から安定追求へ，即ち市場機構重視から市場機

構の規制に重点を変化させたことにより，市場

機構の維持を図る競争政策と対立せざるをえな

くなったのである。市場機構を規制するか，維

持するかという問題は，管理貿易的な性格に傾

斜する形でまとめられ，同時に， EC各国の個別

の対応を許容する方向で妥協が図られた叫。しか

し，域内の政治的安定のためのこの妥協は，各

国の裁量の範囲の拡大を意味するものであり，

52) EC Official Journal C 111 of 21. 10. 1972. 

域内の遠心力をむしろ加速化させる傾向を有し

ていた。

EC 日本関係の枠外で各国毎に，そして

GATT規定の枠外で追求された“秩序ある輸

出ヘ“輸出自主規制"という形での貿易の管理

化は，アメリカの相対的後退，ECと日本の台頭，

将来の日本が脅威となる可能性，第三世界の登

場，等といった世界経済の構造変化が，単に自

由貿易を追求するだけでは，予定調和的な発展

も，安定ももたらさないことを示している。そう

した事実の認識が，EC委員会をして選択的セー

フ・ガードの制度化を図らせることになったの

である問。もちろん，客観的条件とそれに対する

認識並びに政策課題の変化は，直接的に制度そ

のものの変化をもたらすものではない。そして，

各閏の政策課題そのものが，各国の経済情勢を

反映したものである以上，すでに見た自由貿易

と管理貿易の対立という問題を解決するもので

はない。加えて，貿易の管理化はその実践にお

いて，域内における対立を抱えるだけでなく，

対域外関係面で，具体的には特にセーフ・ガー

ドが懸案となっている対日関係において，別個

の利害関係が考慮されねばならないものであっ

た。

ECの対日 CCPが以上に述べた様な変化を示

しながら追求されたのは，一面ではEC内部の対

立と客観的条件の変化によるが，もう一方でト日

本の対応が影響していたことも明らかである。

そこで次に，ECとの交渉を開始する際の日本の

課題と処方塞がいかなるものであったかが確認

されねばならない。

II-2 日本の基本方針

1960年代の日本の高度成長は，同時にそれを

53)世界経済の構造変化に直面した際のGATT的な
“自由貿易"の限界と国際通商体制の改革の必要

性についての認識は，他にも，例えば，OECD， Policy 

Jりerspectives10γ international trade and eco-

nomic relations， Paris: OECD， 1972. p. 59， pp. 
81-84.等に見られる。
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支えた諸要因を変化させ，日本に新たな対応を

迫ることとなった。農業部門から産業部門への

潤沢な労働力の供給を背景とする低賃金の存在，

高い貯蓄率とそれに裏付けられた資本財部門の

投資率の高さ，自由貿易を基本とするアメリカ

への輸出増大，外国からの新技術導入，通産省

の産業政策とその下での重化学工業化，等によ

って日本の高度成長は達成された。しかし，高

度成長の結果，日本は産業構造の高度化，労働

市場の逼迫，貿易収支黒字の定着，そして世界

経済における地位の上昇，という新たな客観的

条件の下に置かれることとなった刊。そして，こ

れら客観的条件の変化は，日本に新たな課題を

提示した。いわゆる産業構造の高度化は，新た

な基幹産業の育成，発展を，しかも外国からの

技術導入にのみ依存した産業の発展ではなく，

国内における技術開発に基づく産業の発展を求

めた。1967年にGNPで西ドイツを抜いて西側第

二の経済大国となったことに加えて，貿易収支

黒字が定着したこと同は，日本に国際通商・通

貨体制の維持，発展のための国際的責任を担う

ことを求める外部圧力を増加させた。具体的に

は，貿易・資本の一層の自由化，第三世界に対

する援助等がそれで、あった。その一方で，日本

の産業が労働集約的な軽工業から，資本集約的

な重化学工業へとその重心を変化させ，さらに

技術・知識集約的なものへ比重を移しながら発

展を図る際に，輸出市場のアメリカ偏重からの

脱却が課題となった。そのことは，日米鉄鋼・

54)日本の高度成長の背景とその限界については，国
際的にも認識されていた。 GATT，“]apan'sFor-
eign Trade from 1955 to 1968: It's Changing 
Roles in the Int巴rnalEconomy and in W orld 

Trade，" Inte問。tional Trade， 1968， Geneva; 
GATT， 1969. pp. 19-60.は，そのことを示す好例
である。

55)日本の貿易収支は， 1968年に1600万ドルの赤字で
あったものが， 1969年には9億6700万ドルの黒字
に転化し近年みられるわが国貿易収支の黒字は，
今後内外の貿易環境が悪化しない限りかなり長期
的に発生J (W通商白書~， 1970年版， 389頁)する
ものと考えられた。

繊維摩擦等に代表されるアメリカにおける保護

主義の台頭への対応をも意味していた。つまり，

対外関係面では，自由化と多角化が日本の求め

られた課題であった刷。

一方，戦後日本の通商政策は，産業政策の遂

行に伴う対外関係面の管理を基調として進めら

れた。その具体的内容は，当初は為替管理，数

量規制に重点がおかれていたが， 1961年関税大

改正以来，関税による産業保護へと変化した。

そして，その関税もケネディ・ラウンドを契機

として，さらに日本の産業の国際競争力の強化

を反映して， 1960年代には低率関税を基本とす

るものに変化した刊。もちろん，全ての品目が等

しく自由化されたわけでなく，“幼稚産業保護"叫、

の名の下で，戦略的産業であるコンビュータ一

関連の自由化は極力押えられ，その自由化が実

現したのは1972年， 1973年になってからであっ

た。関税に関しても，機械，電気機器等の関税

率(1973年)は 10%を越える高率で，アメリカ，

ECに比べ，未だ保護的な性格が強かった。つま
り，日本の通商政策は， 1967， 8年を転機として，

自由化への移行局面に入ったが，産業政策上の

要請から業種間，品目聞には未だ差別が強く存

56)さらに，資本の自由化も論議の端緒にはついてい
たが，未だ遅々とした日程で，しかも概ね資本参
加比率が50%に制限されていた。
57)和木洋子「自由化の進展と高度成長(1956-1968)J 
「関税調査時報」第34巻 (1983-84年)107-136頁。

58)幼稚産業保護論は， Mill， ]. S.， Principles 01 
Political Economy with Some 01 their Aρ.plica-
tions to Soαial Philosophy， London; Longmans， 
Green， and Co.， 1909 p. 922 (末永茂喜訳『経済
学原理(五)~岩波書居， 1963年， 249-250頁)に
よりとなえられ，一般には，発展途上国の保護主
義を正当化するものと見なされている。しかし，
資本蓄積が進行し，構造変化の生じる現実世界に
おいては，先進国間貿易においても幼稚産業保護
論の論理が妥当すると考えられる。その意味で，
今一度その意義を聞い直してみることは，貿易理
論の課題であろう。ちなみに，ミルの貿易理論(ibid.，
Book III， Ch.17-22，邦訳，岩波文庫版第3分冊
(1960年)， 17-22章)は資本蓄積を考慮にいれな
い比較静学であり，幼稚産業保護論は彼の貿易理
論から自発的に導き出されるものではない。
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在していたのである 59)。

高度成長による客観的条件の変化，ケネディ・

ラウンドを契機として，日本の通商政策が自由

化へと移行する局面において， EC-日本共通通

商協定交渉がおこなわれることとなった。すで

に前節において詳述したように，日本はEC各国

と個別に通商関係を結び，一種のモザイクを成

していたが，EC全体との貿易は拡大均衡的に発

展させて来ていた。その結果，日本の輸出入に

占める ECの比重は，輸出で4.3%(1960年)か

ら6.1%(1969年)へ，輸入でも 5.4%(1960年)

から 5.9%(1969年)へと高まった。(ちなみに，

この間EFTAの比重は，輸入面では3.5%から

.4.4%へと高まっているが，輸出では逆に 5.7%か

ら4.5%へと低下している。)それにもかかわら

ず， ECの経済規模との関係で見るなら，未だそ

の比重は小さいものであった60)。しかし，この間

に見られた日本の対EC輸出入構造の変化は，高

度成長期の日本の重化学工業化， EC-日本の比

較優位構造の変化を反映したものであった。こ

うした特徴を有した1960年代のECとの貿易は，

日本が70年代に追求すべき方向性を先取りする

ものであった。日本が産業の高度化を達成し，

それに適合的な貿易構造，即ち，相互に製品を

輸出入する“水平分業"刊の推進を図ろうとす

る時， ECとの貿易は規模は小さくとも，“水平

59)日本の貿易自由化率は， 1960年4月で41%，非自
由化品目提示方式(ネガティブ・リスト)に移行

した1962年4月で73%，非自由化品目数492であっ
た。ECとの予備折衝が行われた1970年2月の残存
輸入制限品目数は109，自由化率で94%であった。
なお，フランス，イタリア等の輸入制限が日本を

特定して行ったものと異なり，日本のそれは相手

国を特定するものでなく，無差別に適用されるも

のであった。この点は， ECとの交渉にも影響を与
えることとなる。

60) ~通商白書.1 1971年版， 331-335頁。「拡大」によ
り，日本にとってのECの経済的意義が増すことは

言うまでもなかろう。

61)戦後の国際貿易の特徴の一つに，先進国聞の“水
平分業"の進展があることは事実であるが，その

充分な説明がなされているとは言いがたい。今後

の課題としたい。

分業度"という点では，すでに高い水準に達し

ていた。しかも，貿易規模が未だその経済力に

比較して小さいECとの通商関係を再編成すると

いうことは，アメリカの保護主義台頭に対して

輸出市場を多角化するという日本の課題に照ら

しても，合理的であった。

日本が追求すべき課題にとって合理的であっ

たECとの通商関係の再編成は，具体的にはEC

一日本共通通商協定の諦結を目指すものであっ

た。その協定諦結のための交渉に当たっての日

本の基本方針は，1)貿易の相互自由化， 2)セー

フ・ガードはGATT19条で事足りるものであり，

双務的，包括的，共通セーフ・ガードは基本的

には認めない，というものであった。しかし，

非公式には“三限定付き"セーフ・ガード妥協

案が， 1970年2月の予備折衝の段階において，

すでに提示されていた叫。この妥協案の内容は，

1)新自由化品目に限定し， 2)その自由化を行っ

た固に限定し， 3)三年間を限度とするセーフ・

ガードを認める，というものであった。見られ

る様に，日本は自らの通商政策自身が内容的に

は差別的，保護的であったにもかかわらず，対

EC交渉にあたっては，形式的にはGATT的な

自由貿易を追求しようとした。つまり，既存の

国際通商体制を所与のものとして，その能動的

な改革でなく，受動的な維持によって自らの課

題を達成しようとしたのである。通産省の官僚

の中には，より積極的にセーフ・ガードの改革

を考えるものがいた63)が，しかし，そうした考

え方は日本のなかでは主流とならなかった。逆

に，ニクソン・ショック後には，“管理された自

由貿易"の制度化そのものが否定されることと

なった。日本の内部に， ECの求めるセーフ・ガ

ードが日本を後進国扱いするものである，とい

う心理的反発があったことは事実である叫が，

62)平原毅rEECの対日共通通商政策J ~経団連月報』
1971年1月， 48-51頁。
63)並木信義「セーフ・ガードを吟味する 国際経済
政策の中核として見直せーJ ~エノコミスト.1 1970

年3月10日， 50-56頁 (1970b)。
64)並木，前掲 1970a。
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心理的要因のみで日本のセーフ・ガードに対す わってGATT的自由貿易の維持を主張するよう

る反対を説明するわけにはいかないことも事実

である。高度成長が日本にもたらした変化は，

産業構造の一層の高度化とそれに適合的な通商

政策の追求を求めるものであり，ECとの交渉の

基本方針においてセーフ・ガードが否定された

のは，自由化・多角化・水平分業の追求という

日本の新たな通商政策の課題から導かれる当然

の帰結であった。

なお，注目すべきことがある。ECにとって日

本との聞に共通通商協定を諦結することが重要

な課題であることは，日本側においても認識さ

れていた聞が， EC委員会の対日 CCPがEC統

合路線の新たな展開(特に， ECの機構強化)の

なかから出て来たという論理は認識されていな

かった。日本のセーフ・ガード妥協案はEC各国

を個別に扱うものであり，EC委員会によって加

盟国に打診された妥協案が，あくまでも日本に

ECを単一の機構として認めさせることを第一義

としていたのに対し，機構としてのECの理解と

いう点で大きく異なるものであった。ニクソン・

ショック以後，この点はより明確になる。即ち，

日本の輸出急増に対して出されたEC各国の不満

に答えて，日本は危機管理的に，ケース・パイ・

ケースでこれに対応することを， 1972年5月の

EC委員会との交渉で正式に示した。日本は，EC

を統合体としてでなく，国民国家の単なる寄せ

集めとして扱う方針を明らかにしたのである。

ニクソン・ショックは，日本の通商政策にも

大きな影響を与えることとなった。一律10%の

輸入課徴金を課す，というニクソン新経済政策

は，関税以外の輸入制限措置を基本的に禁止し

たGATT原則からの180度の転換であった。そ

のことは、アメリカの通商政策がGATT的自由

貿易から全面的な保護主義へと転換する用意の

あることを意味しており，もはやアメリカは自

由貿易の擁護者たりえなくなったのである。代

65)沖本精一'EECの対外経済政策一人を見て法を説
く柔軟性J ~貿易と関税~ 1970年5月， 36-41頁，
平原，前掲。

になったのが日本であった。しかし，日本は世

界経済の構造変化を捕えて GATTを改革しiも
ってその機能を有効に果させようとするのでは

なく，GATTの文言の厳格な適用を主張した。

つまり，能動的に国際通商体制を維持しようと

するのでなく，受動的，保守的にそうした目的

を達成しようとしたのである。GATTが持つ自

由主義的性格と管理的性格の二面性附のうち，

前者のみを強調するのが，日本の基本方針の特

徴であり，EC委員会のそれと顕著な対称を見せ

ていた。そして，日本の輸出急増が，国際的な

摩擦をもたらす場合には，GATTの外において

“秩序ある輸出"なり“輸出自主規制"により，

危機管理的に対処することとした6九

新たな通商政策の展開，台頭しつつある保護

主義への対抗のため，日本の対EC通商政策は形

式的にはGATT的，すなわち“自由・無差別・

多角主義"の擁護，追求となったのである。さ

らに，日本の輸入制限が無差別適用であったこ

とから，貿易自由化が単に ECを特定して行う性

格のものではなかったことも，日本の対EC通商

政策を GATT的なものとしたといえる。ECと

の交渉がいかに展開しようとも，特にアメリカ

の圧力の下，日本の貿易自由化はすでに姐上に

載っていたのである。そして，日本の対EC交渉

方針は，自国の貿易自由化を材料にEC市場の日ゃ

本への開放を追求するものであった。

共通通商協定交渉に対する EC委員会，日本

双方の基本方針を概観してきたが，貿易の管理，

具体的にはセーフ・ガードに関して大きな隔た

りが見られた。加えて，特異な国際組織である

ECのとらえかたを巡っても，両者の間で違いが

あり，それは共通交渉を行うことの背後にある

66) GATTの二面性に関しては，本稿75頁並びに註)
101を参照されたい。
67)確かに，日本は積極的に輸入自由化を進めたが，
それはニクソン・ショックのもたらした通貨面で

の危機，即ち，円切り上げ要求を緩和するための

ものであった。
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EC委員会の隠された意図，積極的統合の推進と

の対立を内包するものであった。そこで次章で

は，当初からこうした対立を抱えていた EC-日

本共通通商協定交渉が，具体的にはいかに進展

していったのかを見ることにする。

111 EC-日本共通通商協定交渉の経緯

ECの機構強化，市場の“外延的発展共通

の安定維持手段の確保を主題とする ECと

GATT，的な“より自由な貿易"を目指す日本と

の聞のEC-日本共通通商協定締結交渉は，1969

年11月のEC外相理事会がEC委員会に予備折

衝を行う権限を委譲したところから始まる。す

でに， 1969年9月の愛知外相の欧州歴訪の際，

日本と EC委員会との間では通商協定諦結のた

めの協議を行うためドニオ (Deniau，J， F.)対外

通商担当委員の来日が合意されていた6九翌10月

の外相理事会には交渉権限のEC委員会への委

譲を求める提案がなされ，正式にこの提案が受

諾されたのは， 11月の外相理事会であった。 10

月の理事会では，日本との予備折衝を開始する

ことは合意されたが，EC委員会に通商交渉権限

を委任することは保留され，代わりに具体的な

条件の検討を求めた刷。翌11月の理事会でEC委

員会への通商交渉権限の委任が決定した問。この

聞に，それまで対日共通通商交渉に態度を保留

していたイタリアが，交渉開始に妥協した。そ

して，実際にドニオ委員の来日，予備折衝が果

されたのは，ようやく 1970年2月になってから

であった71)。

EC，日本双方とも貿易の自由化を交渉の重要

な課題としていたため，その点に関しては，技

術的な問題を別にして概ね合意が図られた。そ

の一方でセーフ・ガードを巡っては，双務的，

68) EC-Bull.11-69， p. 64.なお，交渉の内容，経緯等に
ついては新聞等の報道をあわせて参考にした。
69) EC-Bull.12-69. p. 66. 
70) EC-Bull.1-70. p. 72 

71) EC-Bull. 4-70. p. 63. 

包括的，共通セーフ・ガードを主張する ECと、

フランス、ベネルックスの有するセーフ・ガー

ドを GATT19条に代替することを求める日本と

の間で意見が並行したままであった。この時点

ですでに日本側から非公式に，三限定付き譲歩

案が示されていた。しかし，その内容はセーフ・

ガードの有効性を出来るだけ限定し，しかも統

合体としてのECを否定するものであり，EC側

の認めるところとはならなかった。

1970年3月，EC委員会は予備折衝の結果につ

いて外相理事会に協議結果を報告した7九そして、

セーフ・ガードを巡って ECと日本との聞に意見

の対立があることは認めながらも，本交渉で両

者の聞で何らかの妥協が可能であるとの判断を

示し，そのためにもローマ条約113条3項により，

EC委員会に対して正式に交渉権限の委任を行う

よう求めた。EC委員会からの要請に対して，常

駐代表会議を通じて加盟国聞の調整が図られ，

同年7月の外相理事会は正式に EC-日本共通

通商交渉を開始するよう委任した7九その際，外

相理事会から示された交渉方針の柱は，すでに

予備折衝に際して示されたものを踏襲するもの

であり，貿易の相互自由化と共通セーフ・ガー

ドの導入であった。(その他，通商酉以外での協

力関係等も指示されていた。)つまり，自由貿易

と管理貿易の両側面を有する方針が，最終的に

EC委員会の対日 CCPの主な内容として確定さ

れたのである。

外相理事会の委任に基づき， 1970年9月第一

回EC 日本通商交渉が行われた74)。さらに，

11月にこの第一回交渉の追跡調査を行うために，

しかしながら，外相理事会からの委任やセーフ・

ガードについての妥協案は与えられないまま、

新しく対外通商担当委員となった夕、ーレンドル

フ(Dahrendorf，R.)が来日した問。これら二回

の協議の経過は，予備折衝と同じく EC委員会を

72) EC-Bull. 5-70. p. 80. 
73) EC-Bull. 9/10-70. p. 81 
74) EC-Bull. 11-70. p. 64 
75) EC-Bull.ト71.p. 105. 
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共通の交渉窓口とすること，貿易の相互自由化

については合意をみたが，セーフ・ガード問題

では両者の主張は平行線をたどった。その結果，

ECの主張する双務的，包括的，共通セーフ・ガ

ードに対する日本の強硬な反対は，EC委員会を

して譲歩案を模索させることとなった。

世界経済の相互依存関係が深まるなかでアメ

リカにおける保護主義の高まりは，保護主義の

連鎖反応への懸念を生み，そして，それへの対

応として米欧日三極関係のうちで最も弱いEC-

日本関係を，自由貿易体制を強化する方向で緊

密化することが求められた問。又，日本がECの

セーフ・ガード案に対して強い反対を示したこ

とから， EC委員会は加盟国に対してセーフ・ガ

ードの譲歩案を提案することになった。EC委員

会の考えは， 1971年1月の外相理事会に提出さ

れた，第一回交渉とダーレンドlレフ委員の訪日

の結果をまとめた覚書，並びに欧州議会におけ

るダーレンドルフ委員の演説により示される。

まず，特にアメリカの圧力の下で進められてい

る日本の貿易・資本の自由化が，近い将来日本

を世界経済に組み込むであろう，との見通しを

示し，次いで，共通通商協定に含まれるべきセー

フ・ガードを，1)期限付きのものとする，ただ

し， 2)日本の譲歩案のように品目を限定するの

でなく，全ての品目を含む包括的なものとし，

3)適用国も日本案のように限定するのでなく，

EC全体に共通のものとする，というのがEC委

員会が示した譲歩案であった。EC委員会の譲歩

案は，明らかに協定諦結と対日規制の共通化を

優先するものであり，しかもその内容は自由化

に比重をおくものであった77)。つまり， ECの機

構強化が最優先課題とされたが，それは市場機

構を強化するものであり，フランス等の管理貿

易派よりむしろ西ドイツの立場に近いものであ

った。外生的な不安定要因に対する ECとしての

76) Dahrendorf， OJうcit.，EC-Bull. 2-71. 
77) EC委員会の法的な基盤はローマ条約にあり，その

ローマ条約が自由主義的性格，ないしは消極的統

合の推進を中心としていることを反映して，EC委

安定維持のための方策は，下位の重要性しか与

えられていなかったのである。しかしそれ故，

2月の常駐代表会議において，積極的な自由化

政策を推し進めていた西ドイツを除いて，EC委

員会は他の5カ国の賛成を得ることができなか

った。こうして，EC委員会の譲歩案は拒否され，

結局ECの交渉方針は以前のものに逆戻りせざる

をえなくなった78)。

EC、日本両者の基本的な交渉方針が変わるこ

となぐ， 1971年7月に第二回の正式交渉が行わ

れた問。しかし，結果的にはセーフ・ガードを巡

る両者の思惑の組酷により，協定を結ぶことな

く交渉は決裂してしまった。

EC-日本共通通商協定交渉決裂直後の1971

年8月15日，ニクソン・ショックが生じた。そ

れは，その後のEC-日本関係，通商交渉にも大
きな変化をもたらすこととなった。

EC委員会の対日 CCPが，自由貿易と管理貿

易の妥協の産物であり，両者を同時に求めるも

のであったとしても，ニクソン・ショック以前

のそれは，前者に重点をおくものであったこと

はすでに指摘したところである。しかし，ニク

ソン・ショック以後のEC委員会の対日 CCPは，

むしろ当初からそれが内包していた管理貿易へ

とその重点を傾斜させていった。EC委員会の交

渉方針の重点の変化と並行して，EC各国も，EC

委員会の頭越しに日本との直接交渉を行い，日

本からの輸入を管理し始め，日本もこれに応じ

て懸案毎の対応を行うこととなった。このEC委

員会の方針変更，EC各国と日本の対応をさらに

詳しく見ていこう。

ニクソン・ショックによる国際通貨・通商体

制の動揺により，各国政府はその安定化を第一

の政策課題とせざるをえなくなった。そのため，

秋に予定されていたEC-日本通商交渉に代わっ

員会の立場も自由主義的性格を持つ傾向にあると

言える。この点に関しては， Pinder， op. cit.，を参
照されたい。

78) Rothacher， op. cit.， pp. 155-156. 
79) EC-Bull. 9/10-71. p. 142. 
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て，経団連の使節団が1971年10月から11月にか

けて， 2週間欧州、|を歴訪し， EC委員会，欧州の

産業界との会談を行った。EC委員会との協議に

おいて，経団連側が提案した“秩序ある輸出"

の考え方はEC委員会に大きな関心を起こさせ

た。また，欧州経団連との会談で，日本側は，

1)財政による内需拡大， 2)通産省の監視による

輸出統制， 3)鉄鋼等の輸出自主規制(1971年10

月の第13回ECSC-日本定期協議で求められ，同

年12月に1972年から 3年間実施することが合意

された)， 4)外国市場早期警戒制度， 5)機能的

なセーフ・ガードの確立ないしはGATT19条の

改正， 6)産業聞の接触の強化， 7)日本の技術集

約的産業構造への転換，の 7項目の意見を提示

した。こうした提案は，自由貿易体制の維持の

ために日本が積極的に責任を負うことを求める

ものであった問。しかし， EC委員会が大きな関

心を持った経団連の改良セーフ・ガード提案も，

日本政府の受げ入れるところとはならなかった。

後述するように，日本の通商政策方針がGATT

的自由貿易の堅持に一層傾斜したためである。

日本からの“秩序ある輸出"の提案に対する

EC委員会の反応は，1972年1月の EC公報にお

いて示された刊。高度成長の歪みとしての公害，

社会資本不足による内需の落ち込み，ニクソン・

ショック等による外需面からの制限により，日

本経済は短期的には落ち込みを見せるものの，

その潜在力は日本の国際競争力を再強化するに

足るものである，と認識している。そして，一

方的保護主義で対処するのでなく，予防的措置

として輸出自主規制又は“秩序ある輸出"を EC

一日本共通通商協定という形で制度化するよう

求めている。ここに EC委員会の対日 CCPの力

点が，自由貿易から管理貿易に転換した乙とを

見て取ることができる。

他方，日本の対EC通商政策にも方針転換が見

られた。ニクソン・ショックf灸，スミソニアン

80) r座談会訪欧経済使節団の成果J r経団連月報」

1971年12月， 26-42頁，特に， 36頁。
81) EC-Bull.l-72， op.αt. 

協定によって日本は円平価を切り上げた。さら

に，円対策として輸入の一層の自由化と危機管

理的な輸出の管理化を進めることとなった。輸

出の管理化は、対EC通商政策面でも見られた変

化であった。まず外務省が 3年間程度の暫定

的，かっ，その適用は政府，民間の協議機関の

合意に基づく場合に限るという条件付きセーフ・

ガードを通商協定に入れる譲歩案を示した。そ

れに対しては通産省が反対し，緊急時にはあく

までも GATT19条で対処することを主張した。

最終的には，通産省の方針が日本の方針として

確定した叫のだが，それは，ニクソン新経済政

策(一律10%の輸入課徴金)で示されたアメリ

カの GATT的自由貿易の否定に対して、あくま

でも GATT的自由貿易を維持することが，国際

競争力を強化した日本の産業が輸出先を多角化

するために必要な条件であったからである。そ

して，緊急時には非制度的な措置である“秩序

ある輸出"によって，貿易秩序を保つことが前

面に押し出された83)。

EC委員会が管理貿易の制度化に方針を転換

し，日本がGATT的自由貿易の実現を基本とす

る方針を堅持するなかで， 1972年2月にマルフ

アツチ (Malfatti，F. M.) EC委員長が来日し

た叫。しかし，懸案のセーフ・ガードを巡る両者

の隔たりは決定的であり，セーフ・ガードは「唯

一未解決の重要問題」のままであり続けた。さ

らに、セーフ・ガードに代わるものとして実行

されつつあった非制度的な緊急措置である“秩

序ある輸出"と EC共通競争政策との整合性が問

題化してきた。具体的には，翌3月来日したボ

ルシェット (Borschette)EC競争・広報担当委

員が，セーフ・ガードを求めると同時に，“秩序

ある輸出"と EC競争政策との組簡に対する懸念

を示した85)ことが，それである。

同年5月，中断している通商交渉の再開を図

82) 日本経済新聞， 1972年2月2日， 2月5日。

83) r通商白書J 1972年版， 317-320頁。
84) EC-Bull. 4-72. p. 89. 
85) 日本経済新聞， 1972年3月31日。
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るためにダーレンドルフ委員が来日した86)0EC 

の妥協案は， 1)業界レベルだ、けでなく，政府レ

ベルでの通商協定を締結する， 2)協定は貿易の

相互自由化，関税撤廃スケジュール，摩擦が生

じた場合の解決法，“秩序ある輸出"実施の際の

相互監視機関等を含む包括的なものとする， 3) 

GATT新ラウンドでセーフ・ガードが改善され

るまでの暫定的セーフ・ガードを協定に含む，

というものであった。この第三点は，注目に値

する。何故なら， ECが対日セーフ'ガードを暫

定的なものとするとしながら，その暫定的性格

の根拠を GATT19条の改革に求めているからで

ある。換言するなら， EC委員会が日本との特殊

な問題であったセーフ・ガードを、より一般的

な国際的制度とする意図を初めて明らかにした

からである。対する日本側はセーフ・ガードに

ついてはあくまでGATT19条を堅持することを

主張した。さらに， EC各国との聞に生じた問題

(鉄鋼，エレクトロニクス製品をめぐる貿易摩

擦)は， EC各国がケース・パイ・ケースで対応

しており，今後日本も個別に対処する，との立

場を示した。日本がケース・パイ・ケース方針

をとることになった根拠には，第一に，対応が

機動的であり，かつ， EC全体に対応する場合に

比べ日本の交渉力が相対的に強化されること，

第二には， EC委員会の域内調整能力の欠知，そ

して、第三に、日本の輸出の特徴そのもの、即

ち、特定品目の特定国への集中豪雨的輸出の管

理を EC大で行うことは，各国毎に管理を行う場

合よりも輸出市場を縮小させること，以上にあ

った。一方，この日本のケース・パイ・ケース

方針は，統合体としてのECを否定し， ECの機

構強化というハーグ以後のEC委員会の課題を否

定するものであった。すでにニクソン・ショッ

ク以前の交渉過程においても，EC統合を巡る両

者の理解の相異は潜在的に見られたが，ここに

きてその問題が顕在化し，新たな争点を加える

こととなった。この交渉において， EC委員会が

86) EC-Bull. 7-72. p. 78. 

EC総体としての管理貿易を追求する様相を示

し，その制度化を目指すことを明らかにしたの

に対し，逆に日本はGATT的自由貿易の堅持と

ECを国民国家の単なる寄せ集めとして対処する

ことを明らかにしたのである。両者の交渉方針

が、全く対立するものであることは明白であり，

今回も妥協が成立することなく交渉は終わった。

この間， 日本の対EC“輸出自主規制"も平行

して進展した。まず1971年10月の第13回ECSC

一日本定期協議において，鉄鋼に関するセーフ・

ガードの可能性が示唆された8九これに対処する

ための“輸出自主規制"を巡って，日本国内に

おいて輸出企業聞の対立が見られたが，最終的

には同年12月EC6カ国にイギリスを含む対欧

“輸出自主規制"が1972年から 3年間実施され

ることとなった。つづいて1972年4月からベネ

ルックス向けのエレクトロニクス製品の輸出急

増に対して、日本の“秩序ある輸出"を求める

動きがおきた。それに対して日本はベネルック

ス向けに 6月にまず電卓の数量規制を 8月

に白黒テレビ，テープレコーダーの最低輸出価

格制による“輸出自主規制"を実施した。その

後10月には，西ドイツを除く西欧9カ国88)に同

様の措置を拡大した。

こうした“輸出自主規制"措置は輸入品価格

を上昇させることは明らかであり，物価安定の

ために輸入促進を図っていた西ドイツにとって

は受け入れられないものであった。西ドイツの

カルテル庁は7月に日本の“秩序ある輸出"に

ついてカルテルの疑いがあることを表明し，続

いて8月には経済財政省が同様の懸念を表明す

ることとなった制。さらに，“秩序ある輸出"は，

EC共通競争政策を定めたローマ条約85条との関

87) EC-Bull. 12-71. p. 90. 

88)イギリス，アイルランド，イタリア(テープレコー
夕、ーのみ)，デンマーク，スウェーデン，ノルウェー，

フィンランド，スイス，ポルトガルの9カ国。

89) しかしながら，同時に西ドイツと日本の産業界の

聞では，カラー・テレビの対欧“輸出自主規制"

が約束されるという矛盾した状況でもあった。
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係でも問題となった90)。前者が，市場機構に一定

の規制を課すものであるのに対し，後者は市場

機構の十全な働きを目指すものであることから，

おのずと両者の聞に緊張関係が生じた。市場機

構を巡る EC内部の対立に関しては，1)原則とし

て自主規制は認めない， 2)特に困難を抱えた分

野に限り，事前届け出を義務付けて一定期間だ

け例外的に認める， 3)それらの措置もできるだ

けEC共通通商政策上の措置に置き換える，具体

的にはEC 日本品目別協定の締結又はECから

の一方的措置をとる91という妥協が図られた。
EC 日本通商関係の展開は，自由貿易か管理

貿易かという対立，具体的にはセーフ・ガード

を巡る対立を軸にして進められた。そして，世

界経済の不安定化という客観的条件の変化は，

ECの安定指向を強化Lた。それと同時に， EC 

各国が独自に行動するという，EC内部の遠心力

を増幅したのだが，その遠心力はすでにハーグ

で示された積極的統合が内包していたものであ

った。そして，日本の懸案毎の対応は，そうし

たEC内部の遠心力に乗じてさらにこれを増幅

し，同時に，管理貿易化への反対をも刺激する

ものであった。そこで，積極的統合を進めよう

とする EC委員会は， GATTの場で選択的セー

フ・ガードを取り上げる形でCCPの達成を図ろ

うとした。

1973年イギリス，アイルランド，デンマーク

の加盟をえて，ECは9カ国の共同体に拡大した。

拡大ECは，国際関係，国際制度の再編成を積極

的に進めた。1973年4月EFTAとの工業製品自

由貿易地域の結成，1975年2月ロメ協定の締結，

等はその最たる成果である。 1973年9月に始ま

るGATT東京ラウンドにおいて，セーフ・ガード

の改革を追求する動きもこうした流れのなかに

位置付けられる叫。 EC委員会が，セーフ・ガー

ド改革を含むGATT新ラウンド交渉方針を決定

90) EC-Bull. 10-72. pp. 55-56. 
91) EC Official Jounal C 111 of 21. 10. 1972. 
92) 4月にはイタリアがGATT19条によってテープレ

したのは，1973年4月のことであった93)。セーフ・

ガードの改革内容は， 1)セーフ・ガードの選択

的適用を認める， 2)適用期間は臨時的なものと

する， 3)第三国への補償は制限する， 4)恒久的

監視機関のもとで施行される，というものであ

った。比較優位構造の変化により機動的に対応

できるよう GATTを改革することがECの方針

であったが，それは今まで見て来たECの日本と

の通商協定交渉の経験と，EC 日本貿易関係の

変化から導かれたものであった。そして，そ

れは第三国の譲歩により CCPの達成を求める

EC委員会の方針を拡張するものでもあった。

ECがセーフ・ガードを国際的制度として確立

しようとする意図に基づいてGATT東京ラウン

ド交渉を進めようとしたことの反面として，セー

フ・ガードは特殊日本との問題ではなくなった。

1973年5月に拡大ECと日本との最初の接触が

あり叫，オルトリ (Ortoli，F. X.) EC委員長，

ソームズ (Soames，c.) EC副委員長と大平外相

の会談で，セーフ・ガード問題を GATT新ラウ

ンドで検討することが合意された。そして，セ

ーフ・ガードを巡って対立が続いていたEC-日

本通商交渉は，通商協定を諦結することなく終

わった。代わって， EC-日本関係を緊密，強化

するため，閣僚もしくは事務レベルでの定期協

議を正式に続行することになった。

EC-日本共通通商協定交渉の最大の懸案事

項であったセーフ・ガードを， GATTの場にお

いてより一般的な形で追求することになった理

由としては，以下の三点が考えられる。即ち，

第ーに，是が非でも CCPを進展させようとする

EC委員会の意図があったこと，第二に，東京ラ

ウンドの開始，第三に，日本問題の顕在化，以

上である。ハーグの理念の下で追求されるべき

コーダーの輸入急増に対してセーフ・ガードを発
動し，その輸入を15万台に制限することを決定し
た。 EC-Bull.4-73. p. 61. 
93) EC-Bull. Supplement， 2/73.特にセーブ・ガード
に関しては， p.12.。
94) EC-Bull. 5-73. p. 'Q7. 
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課題の多様性は，EC内部に遠心力をもたらすも
のであったが，積極的統合を進めるため，EC委
員会は第三者に対する管理機構を制度化するこ

とを求めたのである。東京ラウンドの開始は，

ニクソン・ショックにより明らかとなった国際

通商体制の再編成を意味し，“自由貿易"の追求

のみによっては予定調和的，安定的には発展し

えない世界貿易の管理の在り方を問うものでも

あった。そうした課題へのEC委員会としての回
答が、選択的セーフ・ガードだったのである。

さらに，国際貿易の不安定が，日本の台頭によ.

りもたらされたことがある。アメリカにおける

保護主義の台頭，EC各国の対日“輸出自主規制"
要求の増加は，そのことを物語っている。換言

するなら，選択的セーフ・ガードの追求は， EC 
統合を進める上で求められただけでなく，時宜

と同調者を得たものと考えられたのである。

それでは， 1970年から73年まで追求された対

日CCPはどう評価されるべきであり，そして，

いかなる課題が残されたのか。次章では，これ

らの点に答えることとする。

IV EC一日本共通通商協定交渉，
統合から見た評価と残された課題

ハーグ首脳会談で示された，過渡期終了後の

ECの新たな統合路線を背景として進められた対

日CCPは，共通通商協定を結ぶ、ことなく終わっ

た。交渉失敗の最大の原因は，明らかにセーフ・

ガードを巡る対立に求められる。これまでの研

究ではこの対立は，セーフ・ガードに対するEC，
日本双方の心理的，政治的要因に帰するものと

されている。即ち， EC各国と日本との通商協定

を統一し，貿易を自由化する際の安全弁として

セーブ・ガードを主張する E05)とECのセーフ・

ガード要求は日本を後進国扱いする時代錯誤的

95) Shonfield， A.，“Reshaping the Economic W orld 
Order Relations between the European Commu-

nity， the Unit巴dStates and ]apan，" Chronique 
deρolitique etrangere， 26. 1973， pp. 48-53. 

なものであるという不満を主張する日本96)との

対立という“純粋に心理的な理由"97)に帰され

てきた。しかし，前章までの考察が示したよう

に，そうした“純粋に心理的な理由"の背後に

は， ECと日本の比較優位の変化，機構強化によ
り自由化と管理化を同時に求める ECと，自由

化・多角化・水平分業化を追求する日本，それ

ぞれの通商政策上の課題の相違があった。そし

て，ニクソン・ショックによる国際通商体制の

動揺は，両者の通商政策の方向性を全く対立す

るものとしてしまった。つまり，EC委員会の交
渉の重点が，機構強化による自由化からむしろ

管理化に移ったのに対し，日本のそれはGATT
の規定を主張することにより“自由・無差別・

多角主義"的貿易を受動的に維持することにな

ったのである。さらに， ECを統合体として強化

しようとする EC委員会の意図は，EC域内の遠

心力に乗じて，ECをむしろ国民国家の寄せ集め
として扱う日本の方針と甑臨するようになった。

ここに両者の対立は決定的となり，最終的には

共通通商協定の諦結は放棄されたのである。

こうして当初の目的を達成することなく終結

した1970年から73年にかけての対日 CCPは，統

合の視点から見る場合，以下のような評価が下

されよう。

第一に，それは過渡期終了後の統合理念その

ものの内的緊張を表現していた。消極的統合を

中心とした過渡期のEC統合は，経済成長と域内

相互依存の高まりに寄与したが，その利益を必

ずしも均需するものではなしさらにその利益

故に域内に経済的，政治的不安定をもたらした。

ここに統合の成果を守り，さらに安定と成長を

図るための積極的統合が求められたのである。

しかし，過渡期の統合に規定された積極的統合

は，その課題と処方筆の多様性故に自明の共通

96) Namiki， N.，“Future of the Economic Relations 
between ]apan and the European Community，" 
Rivista internazionale di sαfenze economiche e 

commercial， 20(8/9)， 1973. pp. 758-785. 

97) Rothacher，ゆ.c仏 pp.201-202.
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解をもつものではなく，内部に緊張を抱え込む

こととなった。そうした内的緊張の妥協として，

対日 CCPは自由貿易と管理貿易の並列という形

を取らざるをえないものとして出発した。

第二に，対日 CCPの推移は客観的条件の変化

が統合にもたらした影響を体現していた。過渡

期のEC統合が世界経済の安定的な成長を背景

として進められたこととは対称的に，ハーグ以

後の積極的統合は世界経済そのものが不安定化

するなかで追求されることとなった。ニクソン・

ショックが明らかにした世界経済の不安定化は，

ノ、ーグ理念のもつ内的緊張を増幅することとな

り，内部の経済的，さらには政治的安定をはか

るためにも第三国に対する管理化を強化するこ

ととなった。対日 CCPにおけるセーフ・ガード

の強調は，外生的不安定要因へのEC委員会の対

応を具体的な形で示した。それは， EC域内の遠

心力の高まりに対する EC委員会の回答ではあっ

たが，日本との対立を激しくし，さらに域内か

らの反発をも招くものであった。

第三に，日本との交渉過程はEC委員会の統合

推進への意欲とその挫折を物語っていた。ハー

グ理念の内的緊張，さらに世界経済の不安定化

による EC内部の遠心力の増幅に直面してEC委

員会が取った方針は，積極的統合の推進のため

に域内の矛盾を外に転化しようというものであ

った。客観的条件の変化に直面したEC委員会

は，その変化に適合的な統合路線を再構築する

のではなく，ハーグの延長上に域内の妥協を図

ろうとした。そのことは，しかしながら，遠心

力を高めるものでしかなかった。何故なら，域

内の妥協は全ての利害を取り込む形で図られ，

同時に日本がそうした遠心力を利用したからで

ある。つまり，域内の妥協を図り，第三国に矛

盾を転化してでも積極的統合を進めようと行動

したEC委員会は，それ故に失敗を重ねることと

なったのである。

EC統合は，統合理念，客観的条件，そして EC

委員会の役割という三者の相互作用により，進

展してきたのであり，対日 CCPの展開はそのこ

とを明らかにしている。それは，新機能主義が

想定したような単線的発展経路を持つようなも

のではなく，各種の要因の絡み合いの中で進行

する動態的な運動なのである。

こうした評価から見た場合，残された課題は

何であったのか，それはいかなる限界に突き当

たり，そして ECはいかなる理念と方針でこれに

答えたのか，を概観しておこう。そのことは，

現在進行中のEC統合が，いかなる動態の中から

導き出された，どのような性格のものであるの

かを指摘することでもある。

共通通商協定諦結の試みの放棄は，他面では

選択的セーフ・ガードをGATTに組み込むとい
う，東京ラウンドへ向けてのEC委員会のCCP

が確定したことの結果であった。対日関係にお

ける特殊問題であったセーフ・ガードは，ニク

ソン・ショックにより提起された国際通商体制

の再編成という課題に対する EC委員会の解答に

吸収される形で止揚されたのである。そして，

GATT19条のセーフ・ガード条項を，より機動
的にするために，その選択的適用を求める EC委

員会のセーフ・ガード改革案は，東京ラウンド

の重要な交渉議題となった。

GATT19条セーフ・ガード措置は，同24条関
税同盟，自由貿易地域規定そして1965年に追加
された同第四部貿易・開発条項と並ぶ，“自由・

無差別・多角主義"の原則からの例外である。セー

フ・ガードとは，輸入の急増に際して，加盟国

が一時的に輸入制限措置をとることを認めるも

のである。元来，自由化の行き過ぎに対する安

全弁としてセーフ・ガードをGATTに盛り込む
ことにより，結果として戦後の貿易自由化は推

進されたのである98)。但し，セーフ・ガードを発

動する際，その適用は無差別原則に基づいてな

されることがGATTでは規定されている。しか
し，一般に輸入の急増は，全てのGATT加盟国
からの輸入によって起こるのではなしむしろ

特定固からの輸入によって引き起こされる傾向

98)並木，前掲 1970b。
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をもっ。その意味で，セーフ・ガードの無差別

適用の原則は，硬直的ないしは非現実的なもの

であろう99)oECが批判し，改正を求めた GATT

セーフ・ガードの欠点とは，この点にある。そ

れはまた，セーフ・ガードの硬直性故に， GATT

外での数量規制が拡大し，世界貿易に大きな位

置を占めてきた100)ことに対し， ECがそれを

GATTの内に取り込もうとしたことの表れであ

った。

このECの試みを， GATTという機構の歴史

の文脈において考えるなら，その意味するとこ

ろは一層明確になる。 GATTは，確かに一面で

は「より自由な貿易」を企図するものであった

が，他方では世界経済の変化に柔軟に対応した

が故に，戦後の国際通商関係を律してきたので

ある山)。そして，そのような柔軟性はGATTが

自由主義的秩序を導くように，自由貿易原則の

例外措置をもって「管理された自由貿易」を実

現してきたことによるであろう。 ECの要求は，

このGATTの管理機構の推進にあったと言える。

その意味で，選択的セーフ・ガードを求める EC

委員会の CCPは，管理貿易と呼ばれるべきであ

り，単なる保護主義とは異なるものである。

しかし，東京ラウンドにおける交渉は，選択

的セーフ・ガードに関して合意するまでには至

らなかった。発展途上国の，そして，潜在的に

は日本，オーストラリア，カナダの反対によっ

99)ある商品の供給者が特定国に限定されている場合
にのみ，そうした無差別適用は有効となるであろ
う。例えば， 1973年4月のイタリアによるテープ・
レコーダーの輸入に対するGATT19条セーフ・
ガードの発動は，日本がその主要な供給者であっ
たことにもよるであろう。註)92を参照。
100) Gard， L. M. and J. Riedel，“Safeguard Protec-
tion of Industry in Developed Countries: 
Assessment of the Implications for Developing 

Countries，" Weltωirtschalt Archiv， Band 116， 
1980， Heft 3， S. 471-492 

101) O.ロング/落合淳隆，清水章雄訳『ガットと経済
摩擦』敬文堂， 1989年，は貿易の自由化追求と世
界経済の変化への柔軟な対応，という GATTの二
菌性を示している。

て1叫， 1979年4月の東京ラウンド合意事項署名

の段階でも合意には至らず 7月の本署名でも

結局セーフ・ガード改革は見送られることとな

った。その後，東京ラウンドとは別途交渉が続

けられることとなった103)。そして，選択的セー

フ・ガードの確立は，東京ラウンド以後も EC委

員会のGATT改革の主要な柱のーっとして

CCPの中心を成していた。1982年12月のGATT

臨時閣僚会議10刊 1986年9月に始まるウルグア

イ・ラウンドでも， ECの要求により，セーフ・

ガード改革は交渉議題とされたが，未だ合意を

得ていない。ここに，内部の多様性に手をつけ

ないで，第三者の譲歩により CCPの策定を進め

ようとしたEC委員会の方針の転換，即ち域内の

多様性を収数させる方針への転換を促す契機が

あった。

GATT改革が進行しない間，輸入急増がもた

らす不安定に対してEC委員会は，輸出国(日本，

そして後には新興工業国， NICs)の“輸出自主

規制"を求める形でそれに対応してきた。しか

し，そうした“輸出自主規制"のような流通面

での管理化は，比較優位構造が変化したことへ

の対応としては受動的なものでしかない。

GATT改革を追求する CCPが何らの成果を

あげることがなかったように，ニクソン・ショ

ック，石油ショックを経て，域内面での統合も

停滞することとなった。関税同盟の結成により

域内関税・数量規制は廃止されたが，非関税障

壁による域内市場の分割は未だ解決されないま

102) Price， V. c.， lndustrial Policies in the Euro 
1うeanCommuniち" London: Macmi1Ian Press， 
1981. pp. 5-9. 

103) GA TT， The Tokyo Round 01 Multilateral 
T向。de Negotiations， Geneva: GA TT， April 
1979， GATT， The To紗oRound 01 Multilateral 
Trade Negot必tions11 -Supρle押~entary Report， 
Geneva: GATT， ]anuary.1980. 
104) Hine， R. C.， The Political Economy 01 Euro 
1うean Trade: An lntroduction to the Trade 
Poliαes 01 the EEC， Sussex:羽Theatsheaf
books， 1985， pp. 244-246. 
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まであった1問。加えて，消極的統合がもたらし

た経済的不安定に対処するためにハーグで合意

された積極的統合も，難問に突き当たることと

なった。「完成」された CAPは，ますます過剰

農産物問題に悩まされることとなった106)。「拡大」

した ECは， CAPとEC財政の改革を求めるイ

ギリスという“身中の虫"を抱え込むこととな

った10九「深イ七」するはずであった経済通貨同盟

も，“へビ"の失敗という憂き目にあい， 1979年

に発足したEMSも未だイギリスの加盟していな

い不完全なものである 1問。さらに，EC市場に対

応した“EC企業"を設立するための法的基盤を

提供すべき EC共通会社法も，未だ制定されてい

ない109)。要するに，過渡期終了後の ECの域内

面における消極的統合は，関税同盟以上に進む

ことなく，又，消極的統合のもたらす不安定を

緩和すべき積極的統合も混乱したままであり，

域内面の混沌に対応するように域外関係面にお

ける積極的統合も失敗した。ここにハーグ以後

のEC統合路線の反省を迫る契機があった。

さらに，日本との関係からも ECは，その統合

方針の再考を迫られることとなった。EC-日本

共通通商協定交渉が，協定を締結することなく

終了したのは，その交渉の最大の争点であった

選択的セーフ・ガード問題が，EC委員会の CCP

の中心的，一般的な課題となったことと表裏の関

係にあった110)。しかし，そのことは日本との問

の問題が消滅したことを意味するものではな

105) EC委員会「域内市場白書J1985年6月(田中素

香訳， EC経済研究，東北EC研究会資料，第1号，
1988年2月)4-5頁。
106) EC-Bull. 12-80. pp. 25-26. 

107) Swann， D.， The Economics 01 the Common 
Market， 6th ed， London: Penguin Books， 1988. 
pp. 32-37. & pp. 75-79. 

108)田中，前掲書向上，島崎，前掲書向上。

109) Vaughan， D. ed， Law 01 the EurolうeanCommu 
nities， London: Butterworths. 1986. p. 1017 

110)日本の貿易自由化の進展が， ECの当初の課題の
一つであった協定締結による貿易の相互自由化と

いう課題を陳腐化させたことも，その理由の一つ

に挙げられよう。

い。むしろ ECは，対日貿易収支の不均衡，日本

の集中豪雨的輸出，日本市場の閉鎖性，という

三つの課題への対応を迫られることとなる 111)11九

1974年以後の EC委員会の基本的な対日方針

は，日本市場の開放を第ーとし，これによって

対日貿易収支赤字を解消せんとするものであり，

日本の集中豪雨的輸出に関しては，EC各国と日

本との個別の交渉，それによる“秩序ある輸出"

ないしは“輸出自主規制"を是認，支持するも

のであった1問。そして， 1976年欧州歴訪中の経

団連使節団に対して，EC委員会並びに EC各国

が対日関係に関する不満を集中した，いわゆる

“土光ショック"が生じた。“土光ショック"に

はじまる EC-日本貿易摩擦は， 1978年EC-日

本共同宣言で，市場開放努力と有効需要喚起策

により日本が“機関車"の役割を担う，という

マクロ的“国際協力"の言質により-.e.沈静化

した。しかし， ECの対日貿易収支赤字は解消す

ることなしさらに第二次石油危機によって，

日本の貿易収支も赤字となった。そして， 1980 

年を境にして， EC委員会の基本方針は， EC産

業再編成のための息継ぎ期聞を確保するために，

日本に EC全体向けの“輸出自主規制"を求める

ものに変化した114)。こうした EC委員会の対日

CCPは， 1983年2月日本による10品目 (VTR，

自動車， NC工作機械，テレビ等)の“輸出自主

規制"を引き出すことに成功した。

こうした EC委員会の対日 CCPも，流通面か

らの対応であることは明らかである。しかも，

111) Korte， o.ρ. cit.， S. 31-40. 
112) 日本の台頭は，国際経済秩序の維持にとって重要

な課題となって来ており，そのことはECにとって
も等しく言えることであった。 HalJstein，op. cit.， 
S.257-258， S. 265-267. 
113) EC Official Journal C 29， 18.3.1974.これは，

域内の妥協が遠心力を高めることを示す最適な例

であろう。

114) MeynelJ， B.，“Relations with J apan: The 
Problem and the European Community's 

Response，" in Tsoukalis， L. & M. White，巴ds.，

Ja.仰n and Western Europe， Ch.7. London: 
Frances Pinter， 1982. 
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その聞にECと百本の阻際競争力格差は，縮小ず

るよりもむしろ拡大したのである。そのことは，

1970年さ堅持はほぽ均衡していたECの対日蟹易

が， 1985年には約170億ecuの赤字(1981年に加

盟したギリシャを加えた10カ国の合計)

し，輸出/輸入比率も 37.2%へと悪化したこと

によって示される。日本問題は，まさしく EC産

業の再繍成問麗として提示されることとなり，

それもまたEC統合路嬢の転換の型機となった。

過渡需のEC統合のもたらした不安定，並びに，

ニクソン・ショックにより示された詮界経諦の

不安定，この両者に対して，まず第一に安定を

図る ECの続合路線は，域内，域外需面で挫折し

た。そしてこ必需，二度の石油危擦により， EC 

の緩務的樺揮，アメリ;I.J，日本に対する揺対的

な立ち遅れは決定的なものとなっ しばし

“詩文1'1'1動麗鞭化症"という言葉は，そ

うしたEC経済の状況を象徴的に表していた。ζ

こに，EC経企路線の転換が求められることとな

り，ぞれは生漆部での再編成を最大の探題とす

このECの能動的対応わーっが

現在進行中の1992

年末までに域舟市場者と完成させる計画なのであ

るG それは，域内市壌における諾商品{対ラサー

ビス，生産要素)の移動のElE主化を通じて産業

の碍}編成を留るものであり，市場機構の強化，

敷鰐化を意味している。こうした変北の背後に，

EC各震のケイ

オロギー上の転換があったことは，周知のとこ

ろである115)。

そして，現慌のところ“域内市場完成計題"

が前閣に員て来てはいるが，ECの生産表面での再

額成の試みは市場機構のみにたよるものではな

い。一方に，市場機構を重視した“域内子ぢ主義完

成計画"があるとするなら，強方では，ぞれと

立すになって市場の外から生底面での再鰯成を図

る試みが，具件的には， EC共通産業政策の進展

115) Hoffmann， S.， "The European Community and 
1992，" Foreig:持 Affairs，1989， F、all.pp. 29-47. 

られる O すでに1970年代初頭に，

政策の試み，欧州、|企業の青或む試みが克られた

が，1970年代には醸たる成果を上げえなかった0

1970年代のEC共遺産業政策は，むしろ，鉄鋼，

造船といった不況産業における過剰生産量設欝の

ECレベルでの整理が主体であった116)oECレベ

ルで戦略産擦を育成する試みが具体化するのは、

ようやく1984年の欧掛警報技宇野研究開発戦略

(European Strategic Progr弘治 for Research 

and Development in Information Technology， 

ESPRIT) 117)に至ってからである 118L

域内面でめ消極的統合，積額約統合の新たな

麗聞は，ぞれ自身新たな CCPの褒欝を求めるも

のとなる。具体的には，共通アンチ・ダンピン

グ法の務用，相主義の要求等であるo これら

は，一見すると保護主義的古色彩の強い措援であ

るが，同時に，域舟にお砂る自由化と対になっ

ている 2問。そして，域内詰由化を伴う域外毅期

比残余i玄界からの夜控投棄を穫し，もってEC

経済の活性化，強化をもたらじうる"業務を有す

る。ぞれ故，さらに CCPは貿易のみならず，

接投資に対する EC共遇競奥uも必要とするのであ
る120)。

GATTの改革を求める EC委殿会のCCPは，

何らの成巣を納めることもできず，また立す5

CCPも危機管理的にしか成果を挙げえなかった。

加えて， EC経梼の生産麗における停滞，立ちi嬰

116)田中，議機奪第7議量産業政策。

117) EC叩Butl.“2-84.pp. 34-37. 
118) ESPRITに代表される戦略的な綾業の育成のたぬ
のEC共通産業政策は，市場の外マ資源、配分、必叡る
ものであるが，その目的とするところは，新技術

の開発・研究といった市場が供給しえない燃の供

絵にある。その意味で，ぞれは市場と競合欝係?と

あるのではなしむしろ機完約関係にあるo

119)域内自E緑化の進援は，緩むと望まざるとにかかわ

らず，必糸約に緩外遊別の強化会f学うものである。
残余世採は.EC加鐙慰に認められている“B白"
を議普段されるからマある。

120) ii支援投資に立せするEC共滋続郊の制定は，もちろ
ん滅内に新たな対立を引き起こす可態伎を持つ。

イギリス製臼媛、車のプランスへの輸E討をめぐる英
仏の対立は，このことを籾示している。
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れが， EC統合路線の再考を迫るものであった。

過渡期に進められた消極的統合を，サービス，

生産要素を含む諸商品の流通の自由化というよ

り高度な次元で今一度追求する“域内市場完成

計画七そして，市場の外から生産面の再編成を

図る EC共通産業政策の進展は，まさしくそうし

た課題への具体的解答である。それは， EC経済

の危機と第三国，特に日本との関係から規定さ

れ，ハーグ以後のEC統合方針の限界に対する反

省から招請されたものであり，EC各国のイデオ

ロギーの変化を背景としているのである。もち

ろん，この新たなEC統合路線がどの程度成功を

納めるものであるかは，未だ不確実なところで

あるが，それは同時に， CCPの新たな展開を伴

うものでもある。

結びにかえて

本稿における研究は，EC統合を見る場合の基

本的な分析視角を明らかにした。即ち，客観的

課題に対応して出された統合理念の内容，それ

が内包する問題，そうした統合理念が現実に追

求される場合の客観的条件とそれが統合過程に

与える影響，そして，統合の推進主体である EC

委員会とそれに対時又は協調する加盟国，各種

の機構，第三国等といった域内，域外の諸勢力

の行動，これらの軸心がいかなるものであり，

どのように絡まり，相互作用を及ぽすものであ

るのか，といった視角が， EC統合の動態の具体

的分析を可能にする。

本稿では，具体的に1970年から73年に至る対

日CCPを通じて EC統合の動態を分析した。本

稿の分析は， EC統合というものが，統合に作用

する諸要因の複雑な錯綜の中，それらが相互に

影響しあいながら進むものであることを示した。

そして， EC統合が“欧州の要塞化"を目指すも

のであるとか，“世界的自由貿易"へと至る過程

の一段階であるという，EC統合のある一面を単

純に強調する観念的見解を否定するものである。

具体的事実に即した本稿の研究は，EC統合は新

機能主義が期待したような単線的発展経路をも

つようなものでなく，ある種の動態的な運動で

あることを示した。

本稿で特に注目した CCPは， EC統合が関税

同盟を基礎に欧州統合を進めようとする試みで

あることから，その根幹の一つをなすものであ

る。それ故，通商政策面から EC統合を具体的に

分析することの意義は，大いに強調されるべき

であろう。しかるに，この分野における研究は，

未だ十分な成果を上げているとは言いがたい。

その中にあって，ハイン(Hine，R. c.)の業績山)

は，CCPを最も体系的に取り扱ったものとして，

高く評価できるものである。しかし，彼の研究

は，もっぱらロメ協定や EFTAとの関係に代表

される“通商協定の階層"122)と呼ばれるものに

重点を置いたものである。つまり， CCPが最も

成果を上げた分野の分析なのである。その意味

で， CCPが失敗し続けた対日関係を扱った本稿

は， CCP研究の間隙を埋めるものであると言え

よう。さらに，“日本問題"が1970年代以降の世

界経済の中心的課題のーっとなり，EC統合に対

しでも陰に陽に影響を与えてきたことからも，

本稿の意義が見出されよう。

もちろん，本稿が1970年代初頭を中心とした

分析であるという限界を持つことは否定しえない。

それ故，石油危機以降停滞したと言われる1970

年代後半から1980年代前半に至る EC統合の性

格，そして，現在進行中の“域内市場完成計画"

に代表される EC統合の特徴を4本稿で得られた

分析視角から明らかにする乙とが，次稿の課題

となるであろう。

121) Hine， 0"ρ. cit 
122) ibid.， pp. 95-99. 
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